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本研究では研究分担者に加え、九州大学病院
メディカルインフォメーションセンター 高田敦史、
医薬品安全使用調査研究機構 設立準備室 
土屋文人、東京医療保健大学 折井孝男、国
立がん研究センター東病院 医療情報部 秋
田賢宏、オーストラリア シドニー大学 藤田健
二、ドイツ セントラル薬局 アッセンハイマー慶
子、国際医療福祉大学 山田治美が研究協力
者として参画した。 
 
B に示す分担研究課題 １,３ については本 
総合研究報告書に分担研究者分も含めて記載
した。また、分担研究課題 ２.については別途分
担研究報告書を作成した。 

 
Ａ．研究目的 

電子処方箋の仕組みの創設およびその内
容を含む改正医薬品医療機器等法が2022年
5月20日に公布され、2023年1月26日に電子
処方箋管理サービスの運用が開始された。厚
生労働省は、これまで「新たな日常にも対応し
たデータヘルスの集中改革プラン」を策定する
等、医療分野のDXを強力に推進しており、こ
の電子処方箋のシステムをその柱の一つとし
て位置づけている。 

厚生労働省は、重複投薬や併用禁忌のチ
ェックを行うことができること等から、電子処方
箋システムが普及拡大することにより、より国民
に対する質の高い医療サービスの提供するこ
とを目指している。また、新しい資本主義のグ
ランドデザインおよび実行計画のフォローアッ
プ（令和4年6月7日新しい資本主義実現本部
決定・閣議決定）で「2023年１月からの電子処
方箋の運用開始に向けて、安全かつ正確な運

研究要旨 
 医療 DX の推進として、本邦では 2023 年 1 月より電子処方箋管理サービスが全国で展開

されている。この電子処方箋は、患者の利便性の向上や重複投薬のチェック等による安全

な薬物治療の提供などが期待されている一方でその普及は伸び悩んでいる。 

 そこで今回の研究では、電子処方箋の普及が進む国々を中心に各国および地域の電子

処方箋の制度および実態を把握することとした。調査対象国は、スウェーデン、エストニア、

デンマーク、オランダ、ノルウェーの北欧の諸国とともに北米地域としてアメリカ、カナダ、ア

ジア諸国および地域として韓国、台湾などとした。調査は文献並びに Web の調査を中心

に、北欧およびアジアについては訪問調査も併せて行った。 

 調査の結果、各国および地域と本邦との医療制度の違いがあるものの、北欧諸国では既

に電子処方箋の運用は成熟期に入っていた。さらに北米においても電子化が進んでおり、

アジアにおいても台湾では電子処方箋の運用は進んでいないものの医療情報の共有は実

施されていた。いずれも国民の社会保障や医療保険に関する番号制度を有しており、医療

の情報化が進んでいる。これらの調査結果を踏まえ、１．電子処方箋管理サービス、２．国

民・医療者の普及促進、３．データ活用基盤、４．医療ＤＸの推進等について具体的な提言

を示した。 

本邦においても、国民や医療従事者への周知のほか、技術面や資金面の補助などを進

めるべきと思われる。さらに、本来の医療 DX を実現するためには、医療専用の ID や医療

従事者の認証の考え方、処方箋ならびに調剤情報のあり方の検討、電子情報を効率的に

活用することを主眼にした法制度等、抜本的に見直す必要があると考える。 
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用のための環境整備を行うとともに、2025年3
月を目指してオンライン資格確認を導入した
概ね全ての医療機関および薬局での電子処
方箋システムの導入を支援する」と目標を掲げ
ている。しかしながら、運用が開始された直後
の令和５年２月12日時点においては、電子処
方箋の普及率は高くなく（オンライン資格確認
を導入している施設229,736のうち、電子処方
箋を運用開始している施設は564で0.24%)、電
子処方箋の普及拡大方策を検討することが喫
緊の課題となっている。 

本研究を計画する時点で、電子処方箋に関
しては、これまでの医療の情報化における世
界的動向の調査においてエストニアや韓国、
台湾、欧米の概要は判明してきている。しかし、
各国および地域の医療制度や医療情報基盤
の違いの中でどのように電子処方箋を社会実
装してきたのか、社会実装に至った経緯、運
用、取り扱う情報などについての詳細な内容
は取りまとめられていない。今後、我が国での
普及拡大の方策を検討するためには、実際に
各国および地域で行われている電子処方箋
の取組み状況について広く収集し、実態を把
握することが必要である。 

したがって、本研究では、各国および地域
における電子処方箋の制度（主に①導入効
果・重複投薬の削減効果、②普及のための取
組方策、③電子処方箋サービスの仕様や制
度面の違い、④導入当初の普及状況の4点を
基本とする）や医療DXの実態に関する情報を
収集・分析することにより、本邦における電子
処方箋ひいては医療DXの普及拡大に関する
方策を検討することを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
 本研究では、各国および地域の電子処方箋
に関連する情報を収集し、電子処方箋の普及
が進む国々を中心に各国および地域の電子
処方箋の制度および実態を把握することを目
的に以下の分担研究課題を設定して研究を行
った。なお、課題研究２については別途分担研
究報告書を作成し、各国および地域の状況に
ついては付録として作成している。 
 
研究課題１：文献およびヒアリングによる各国
および地域の電子処方箋に関する制度と実施
状況の調査 
 今回の調査では、令和4年3月10日の第２回
薬局薬剤師の業務および薬局の機能に関わ
るワーキンググループにおいて、９つの国と地
域（エストニア、韓国、台湾、カナダ、英国、フィ
ンランド、デンマーク、スウェーデン、米国）で
電子処方箋又は処方情報等の共有がされて
いる旨が報告されている。それらの各国および
地域を中心に「A研究目的」で示した内容に関
して、インターネットなどを用いた文献収集およ
び関係者からのヒアリングし整理した。 

 
研究課題２：現地視察による状況の調査 
 現在、各国および地域における医療制度の
概略、医療情報基盤の運営主体、電子処方箋
の実施有無（処方チェックの有無）は明らかに
なっているが、今回の研究の目的である、①導
入効果・重複投薬の削減効果、②普及のため
の取組方策、③電子処方箋サービスの仕様や
制度面の違いは明らかになっていない。各国
および地域の電子処方箋実装状況をインター
ネットなど用いた文献資料により調査するが、
インターネット上の資料には十分な情報が公
開されているとはいえない。 
 特に、今回の調査のような各国および地域で
の社会背景や医療制度、それらに関連する情
報のやり取りなどの運用上の資料については、
各国および地域において十分に整理されたも
のは報告されていない。そこで特に先進的な
取り組みを行っている国および地域である欧
州（エストニア・オランダ・スウェーデン・デンマ
ーク）およびアジア（台湾）については、現地視
察を行い電子処方箋に関する運用を直接確
認すること（電子処方箋のシステムをより詳細
に理解するには、訪問して実際にシステムの
運用を確認する必要がある。また、電子処方箋
システムには個人情報が多々含まれていること
からオンライン上での確認には限界があるため
現地視察することが必要である。）でより詳細な
内容を調査し整理を行った。 
 
研究課題３：文献調査およびヒアリングならび
に現地視察を踏まえた本邦における電子処方
箋に関する改善の提言および医療DXの普及
拡大に関する方策の検討 
 本邦での電子処方箋の運用は全国展開され
たばかりである。したがって今後の医療DXを見
据え、電子処方箋管理サービスの機能、その
運用・管理、さらには個々の医療機関・薬局の
対応として改修・改善すべき点が発生すると思
われる。そこで今回調査した海外の事例を参
考に、研究課題１及び研究課題２の調査をもと
に、本邦での電子処方箋に関する改善すべき
事案があればその内容を提言として取りまとめ
た。なお提言にあたっては幅広い有識者から
意見を聞き対応し医療DXの普及拡大に関す
る方策を検討することとする。 
 
（倫理面への配慮） 

本研究は、既に公開されているWeb資料を
含む文献調査やヒアリング調査および訪問調
査をもとに実施し得ている。そのため人を対象
とする生命科学・医学系研究に関する倫理指
針には該当しない。なお、ヒアリング調査や訪
問調査時には、本研究趣旨を説明し同意を得
たうえで協力いただいた。 
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Ｃ．研究結果 
研究課題１：文献およびヒアリングによる各国お
よび地域の電子処方箋に関する制度と実施状
況の調査 
１．文献調査 

調査対象の９つの国と地域（スウェーデン、
エストニア、デンマーク、フィンランド、英国、米
国、カナダ、台湾、韓国）を中心に文献および
Webサイトより各国および地域の状況を調査し
た。文献調査として、PubMedにて「electronic 
prescription」をキーワードに論文数を調査した。
2000年前後から報告されてきた関連する論文
は、2010年ごろより増加し、2015年までに６倍
程度となるものの2020年ごろには年間500本と
ピークとなり論文数は現在減少傾向にある。今
回は、近年の各国および地域の状況を調査す
るため2018年から2023年の文献を調査した。
テキストワードに「electronic prescription」、
「effect」、「operation」を含む論文は、232本あ
った。本研究では、電子処方箋の利活用の実
態や課題等を調査することを目的としている。
そのため、抽出された論文から電子処方箋サ
ービスからの情報を用いて実施された治療評
価や電子処方箋関連システムを用いた電子的
な治療プロトコルの作成などは調査の対象外
とし選別した。結果、45本の論文を調査の対
象としその中から各国および地域の状況を比
較したレビューを中心に調査した。また、アイ
ルランドではHealth Information and Quality 
Authorityよ り2012年 に 「EPrescribing and 
Electronic Transfer of Prescriptions: an 
International Review」 １ ） が 、2018年 に は
「ePrescribing: An International Review」2）が発
行されている。特に今回は、「ePrescribing: An 
International Review」の資料を参考に調査した。
なお調査対象の「電子処方箋」は、国や地域
によりその概念が「医療機関と当該医療機関
以外の薬局とを電子的につなぐもの」から「医
療機関内の処方箋情報の送受信するもの」ま
で幅広い。今回の調査で「電子処方箋」とは
【施設間を越えて連携する処方箋に関する情
報】とし、その送信方法として【電話やFAX、単
なるメールシステムではなく、統一的な仕組み
により情報が集約されネットワークを介して伝
送されるもの】を原則として定義し調査を行っ
た。 

電子処方箋の仕組みは世界的に早くから導
入が試みられている。フィンランドでは、1994
年から償還された調剤の情報を処方箋登録簿
(FPR)として収集しており、2010 年には電子処
方箋を導入、段階的に拡大された後、2017 年
にすべての医療機関・薬局で電子処方箋が義
務付けられ、電子的に発行・調剤された処方
箋は、全国のカンタデータベースの処方箋セ
ンターに保管とある 3）。ドイツでは、患者が印
刷物またはアプリを介して処方箋を受け取り、
薬局で QR コードを提示し医薬品に引き換える

仕組みを提供している 4）。スウェーデンでは、
処方者は EMR システムの処方モジュールを通
じて薬を処方することができる。処方箋はその
後、全国の処方箋保管所に転送され、そこで
有効期間中保管され、薬を受け取ることができ
る。さらに患者はデジタル認証を利用して、モ
バイルアプリケーションやウェブサイトから電子
処方箋を閲覧することができる 5）。なお、スウェ
ーデンでは薬局で受け取られた医薬品は先の
システムにより共有されるが、病院で投与され
た医薬品は共有されないことが示されている。
（図１） 

その他、ポーランドでも電子処方箋が導入さ
れており、2020 年 1 月には全国的に開始され
ている 6）。スペインでは、電子処方箋管理シス
テムを導入しているもののその導入は自治体
単位で行われており、電子処方箋システムが
地域により異なるとされている 7）。加えて、アメリ
カでは電子処方箋に関する先進的な取り組み
としてブロックチェーン技術の利用に関する研
究も報告されている 8)。また、オーストラリアで
は 2019 年以来、医薬品データのための国家
医療情報交換 (HIE) システムが運用されてお
り、外来医療提供者からのすべての処方箋と
薬局でのすべての調剤は、CDA 標準に基づ
いて構造化された形式で運用されている。オ
ーストリア国民 900 万人のうち約 97％が HIE 
システムに参加し、毎月約 1,000 万件の薬の
処方箋と調剤がシステムに登録されているとあ
る 9）。なお EU では、MyHealth@EU と呼ばれる
プログラムを通じて国境を越えた医療サービス
の提供を実施している。このサービスの１つは
電子処方箋であり、もう一つは患者概要の共
有である 10）。電子処方箋のサービスとしては、
この論文の報告時点でエストニアとフィンランド
でのみ実施可能とあった（現状は Web 調査で
示す。） 

 特にフィンランドでは、My KANTA として国
民向けのポータルサイトが準備されている。こ
の使用状況として、2010 年 5 月から 2022 年
12 月にかけて、成人の Kanta サービスの利用
が増加し、持続していることを示す成果指標が
示されている。成人の利用者は、ウェブベース
の My Kanta にアクセスし、医療機関に電子処
方箋の更新依頼を送信し、介護者や親が子供
に代わって行動している。さらに、成人ユーザ
ーは、同意、同意制限、臓器提供の意思表示、
リビング・ウィルを記録している。この登録調査
では、2021 年に My Kanta ポータルを利用し
たことがあるのは、若年層（18 歳未満）では
11％、現役世代では 90％以上であったが、66
～75 歳では 74％、76 歳以上では 44％であっ
たと報告している 11)。 
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さらに電子処方箋のメリットや評価として、ノ
ルウェーでの GP（家庭医）に対するヒアリング
調査では、電子処方箋により GP の電話応対
が減少し業務が効率化、患者の待合室での待
機プレッシャーから解放されたとあった。さらに
電子的な相談も有用とあり電子化のメリットが
示されている 12）。ドイツの薬剤師を対象とした
横断的研究結果では、調査に参加した 523 名
の薬剤師のうち、半数以上が電子処方箋シス
テムへの参加に前向きであった。電子処方箋
のシステムの開始について決定要因が検討さ
れたこともあり、薬局の自由な選択が確保され
ることが最も重要な点であることが確認されたと
あった。次いで、電子処方箋の修正機能の可
能性（再課税や投薬ミスの回避など）、電子処
方箋が既存の薬局の IT システムに統合される
こと、通信販売の薬局との直接契約が法的に
禁止されることなどが挙げられた。一方で、時
間の節約によるコスト低減の可能性は、導入
意識の改善に関連性が低いと評価されていた
13)。 

フィンランドの薬局におけるデジタル化の推
進と電子処方箋に関する論文では、電子処方
箋により「従来の調剤モデル」では、ワークフロ
ーに複数の薬剤師やテクニシャンが関与して
いる。一方「直接調剤モデル」では、患者は IT
システムを通して処方箋を扱う一人の薬剤師
によって中断のない作業が行われ、一貫した
サービスを受けることができる。この「直接調剤
モデル」は、紙の処方箋を使用するモデルで
も可能であるが、旧来のモデルでは、紙の処
方箋の情報は薬局の IT システムに入力され、

調剤のためのデータを収集、その文書の管理、
償還計算のための計算などを行う必要がある。
電子処方箋を使用する場合には薬剤師は、窓
口に来た患者のすべての処方箋を見ることが
でき、患者が複数の処方箋と長期間の処方箋
データを持っている場合でも、すぐに正しい処
方箋を見つけることができる。加えて、処方箋
はすでに電子化されているため、薬剤師は薬
局の IT システムにデータを再入力する必要が
ないとされている 14)。（図 2）  

ベルギーの電子処方箋に関する調査では、
地域薬剤師は概ね、電子処方箋のソフトウェ
アパッケージに対して、中程度の満足結果で
あった。薬剤師の電子処方箋に対する満足度
は、電子処方箋のレスポンス悪さ、ソフトウェア
の仕様、薬剤師の電子処方箋への理解と関連
しているとあった 15）。 

他方でデメリットやリスクとして、スウェーデン
では、電子処方箋システムに起因したインシ
デントとして、ソフトウェアに関するもの、機器
に関連するもの、人的または使用に関するも
のがあげられており、内容は、インターフェイス
の違い、ソフトウェアの機能に関するもの、デ
ータバックアップ、ネットワークなどに関するも
のであった。これらに対しては、ワークフローに
あったシステム設計や相互運用性の確保が必
要とされていた5）。また、フィンランドでは、課題
として、薬剤リストが最新でなく、重要性が低い
もしくは不要な相互作用アラートが発生してい
る点16）、アメリカでは、外来電子処方箋におけ
る国家医薬品コード（NDC）の分析により、代
表的でないNDC(廃止、再包装、単位投与量、

図１：スウェーデンの電子処方箋システムの概要 文献 5）より引用 
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またはプライベートラベル)で構成された医薬
品名称によるリスクが示されていた。（サンプル
の電子処方箋1,000件のうち2件以上に、NDC
が異なる医薬品を示す医薬品説明が行われ
ていた）17)。 

さらにスペインの論文では、電子処方箋の
患者へのメリットとして、患者の薬物治療履歴
に簡単にアクセスでき、処方補助を提供する

点、処方と調剤の専門家間の情報伝達プロセ
スを改善し、処方と調剤の両方におけるミスの
リスクを低減する点、アラートとリマインダーに
よりテクノロジーが投薬ミスを減らし、患者の安
全性を向上させるのに役立つ点を示している1

8）。さらに電子処方箋の長所と短所として表１
を示している。 

患者向け  

利点 欠点 

不必要な外出を避けることができる。 

難民の場合、州により ER の特徴が異なるため、特

定の治療へのアクセスに問題が生じることがあ

る。 

より簡単に薬を入手することができる。 
一部の自治州では、対面での診察でないと処方を

受けられない場合がある。 

医療機関に行く必要がない。   

国内のどこでも利用可能。   
  
医療従事者向け  

利点 欠点 

事務的負担を軽減できる。 
不適切な処方や誤った処方をそのまま更新する可

能性がある。 

異なる医師により処方された医薬品を表示す

ることができる。 

異なる医師が同時に処方や修正を行うことができ

るため、重複処方や相互作用の発生などにつなが

る可能性がある。 

処方支援ツールの組み込みが可能：相互作

用、重複などに関する警告や注意喚起 

異なる医療機関で処方されるため、互いの薬物治

療に関連する作業負荷が増加する。 

患者の治療アドヒアランスに関する情報提供

が可能になる。 
  

定期的なレビューを行うことで、投与量、レ

ジメン、治療期間の誤り、不適切な処方の修

正などの発見につながる。 

  

  
薬剤師向け  

利点 欠点 

表１：スペインにおける電子処方箋（ER）のメリットとデメリット 
文献 18）より引用 著者訳 

図２：フィンランドにおける調剤プロセスモデルの変化 文献 14)より引用 著者訳 
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処方内容の判読ミスが減少する。 
薬剤師による患者への介入に関するデータを記録

することができない。 

処方箋や患者データ、治療に関する医師の指

示へのリモートアクセスが可能になる。 

臨床データや患者情報（アレルギー、副作用、相

互作用、妊娠、授乳、腎不全、肝不全など）への

アクセスができない。 

治療へのアドヒアランスを向上させるための

モニタリングや介入の可能性が高まる。 

薬局で発見されたインシデントの伝達や原因究明

が困難：不明確な指示や投与量・投与期間・指示

の誤りなど。 

医療サービスの請求プロセスが容易になる。   
  

医療システム  

利点 欠点 

請求書の発行プロセスが簡素化できる。 
完全な相互運用性の確保ができず管理体制も不十

分である。 

処理コストを削減できる。 

誤った処方や不適切な処方が継続し有害事象を発

生させる。その結果、医療安全や経済的な損害を

もたらすリスクが増大する。 

家庭内での不必要な医薬品の保管が避けら

れ、服薬ミスを減らすことで、継続的に管理

された調剤が可能になる。 

保守、管理、改善の実施に伴うコストが発生す

る。 

薬物療法の評価と医薬品開発が容易になる。   

臨床実践ガイドラインに基づいた診断によ

り、医療の質の確保および臨床指標の作成を

容易にする。 

  

また、電子処方箋の情報利活用として、フィン
ランドでは、経口抗凝固薬(DOAC)の処方と調
剤を例に薬剤疫学研究のデータソースとして、
フィンランド全土の電子処方箋データベースを
利用した報告や3）、ポーランドでの電子処方箋
を導入し得られた情報の解析を行い、電子処
方箋の未調剤率から一次ノンアドヒアランス率
（20.8％）を算出し、薬剤分類ごとのノンアドヒ
アランス率なども計算した報告などがある6）。 

さらに、チェコ共和国でも電子処方箋による
情報を服薬状況のエビデンス評価に用いる調
査を行っており、電子処方箋システムは、この
種の研究を行うための貴重なツールであること
が判明したと報告されている19）。 

 Hackett C, Brennan K, Smith Fowler H, 
Leaver C.らは、電子処方箋システムを正しく、
正確かつ完全に導入するための前提条件とし
て、既存の電子処方箋システムは様々な機能
的・技術的能力を有しており、それらが適切に
特定され活用されることで、サービス提供者、
医薬品販売業者、患者、保険機関を含むすべ
てのシステム関係者に大きな利益をもたらすと
述べている。さらに、電子処方箋システムを設
計する際には、その品質と安全性を確保する
ために、これらのニーズをそれぞれ注意深く考
慮することが勧められるとされている20）。（表2） 

  

表２：電子処方システムを改善するための推奨事項 文献 20）より引用 著者訳 

⚫ 正しい患者の識別する機能 
⚫ 正しい薬剤の選択する機能 
⚫ 転記を無くすためのデータ転送を行う機能 
⚫ 適切な処方医へのアラート機能（過剰なアラートはユーザーの注意を低下させる） 
⚫ コンピュータの投薬支援（投与量の計算）機能 
⚫ ユーザー教育、患者教育などのトレーニング教材などの情報提供 
⚫ セキュリティ管理およびプライバシーの保護機能 
⚫ 処方時のリマインド、フィードバック、処方提案などの機能 
⚫ 正確な患者の投薬履歴の確認機能 
⚫ 診療の意思決定支援機能 
⚫ 情報システムの透明性と説明責任ができること 
⚫ 保険償還可能な薬品を事前承認できる機能 
⚫ 相互運用性の確保と標準規格の採用 
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２．Web調査 
 Web調査では、最新の各国および地域の状
況として行政機関を中心に関連団体を含めイ
ンターネットのWebサイトを調査し情報を収集
した。各国および地域の概要を以下に示す。
なお、それら詳細については別添資料としてま
とめているため参照されたい。調査対象の国
および地域は以下の通りである。 

（１）スウェーデン 
（２）デンマーク 
（３）エストニア 
（４）オランダ 
（５）ノルウェー 
（６）イギリス 
（７）ドイツ 
（８）EU 
（９）アメリカ 
（１０）カナダ 
（１１）オーストラリア 
（１２）韓国 
（１３）台湾 

 
（１）スウェーデン 

スウェーデンの医療政策は、国が大きな方

針として医療法制度を策定しており、実際の給

付などは地方政府である 21 の地域と 290 の地

方自治体で運営・管理されている。そのため各

地域により、住民が受けるサービスは異なる 2１）。

原則として国民への医療は家庭医（GP）と薬

局により提供されており、原則としてGPの紹介

なしに病院の受診はできない（救急などは除

く）。国内の病院数は約 70程度とされている 21）。

一方、地域薬局の数は、1,407 軒あり、7 のオ

ンライン薬局があり、毎日 330,000 件を超える

患者の来局と 250,000 件の処方箋を調剤して

いる 22）。 

スウェーデンの e ヘルス庁 HP では、「最初

の電子処方箋は、1980 年代にヨンショーピン

グの地元の取り組みとして送られた。電子処方

箋は 2000 年にスウェーデンで広く導入され始

めた。2005 年には法律が改正され、処方箋を

電子的に保存して何度も引き出すことができる

ようになった。利用は徐々に増え、今ではスウ

ェーデンの全処方箋の 99％が電子処方箋で

ある。スウェーデンは現在、電子処方箋の利用

で世界をリードしている。」23）とある。 

 2022 年 5 月以降、電子処方箋を原則とする

法律が施行されており 24）、併せて動物への処

方箋も規制されている。 

 これら電子処方箋に関する情報は、e ヘルス

庁から発信されており、スウェーデン国民はこ

れら Web サイトから情報を確認、入手している

ようである 25）。以下、e ヘルス庁 Web サイトの

状況を示す。 

 これらサイトには、国民用のプライベートサイ

トと医療専門職向けのプロフェッショナルサイト

が準備されている。医療専門職向けサイトで

は、委任状に関する情報、システムの稼働状

況、統計情報のほか、電子処方箋の入力方法

や処方チェックシステムの説明なども示されて

いる。 

 電子処方箋発行に関する医療従事者向け

マニュアルでは、システムへのログインから患

者の選択方法、医薬品の検索や投与量の指

示の方法など詳細に動画付きで説明されてい

る 26）（図 3）。医薬品の処方として、医薬品を

検索する際は 4 文字以上入力することやこれ

ら医薬品は ATC コードで管理されていること、

重複投与、相互作用、高齢者への投与禁忌な

どの警告が発せられることなどが示されてい

る。さらに、治療の詳細として医薬品の処方理

由の入力の上、投与指示として用量と用法を

入力に進む。用量は基本的に 1 回の使用量

を、用法は 1 日の回数の入力であり、本邦の

ような食事に関連した詳細な服用指示は見受

けられず、必要な場合にはコメントで記載して

いるようである。また必要に応じて、投与方法

や経路、投与部位、使用開始日、使用終了日

などが入力されている。なお、一包化を行う医

薬品の処方については、別途入力が必要な

項目もあるようである。なお、処方箋の入力は

1 薬品ごとに行われており、薬品ごとに 1 行の

処方箋となっている。 

処方箋入力のステップ 

ステップ 1：医薬品を検索・選択・確認 

ステップ 2：治療理由と治療目的を入力する 

図 3：Ehalsomyndigheten 医療従事
者用画面のトップページ 
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ステップ 3: 投与量の指示を作成する 

ステップ 4: 配送の詳細を入力 

ステップ 5: 特記条件を入力し詳細を確認 

ステップ 6: 処方箋をプレビューし送信する 

 この処方入力時には、医療専門職向けの電

子サポートシステム(EES：Elektroniskt 

expertstöd)による処方チェックが行われるとあ

る。ここではそのトレーニングサイトからの情報

を示す 27）。処方チェックは、以下の項目で実

施されており、そのチェック対象も項目ごとに

異なる。 

・高用量 

・小児 

・高齢者 

・重複投薬 

・相互作用 など 

高用量、小児、高齢者についてはこれから処

方される医薬品に対し警告を発し、重複投薬、

相互作用については原則として全国医薬品リ

スト（NLL：Nationella läkemedelslistan）に登録

されている医薬品を対象に警告を発する。な

お、重複投薬については ATC コードの重複

確認を、相互作用については Janusmed 

interactions が提供するマスタにより、またその

他の情報（高齢者への投与をはじめ処方理由

などを含む）は Swedish Information Services 

for Pharmaceuticals(SIL)により提供されてい

る。なお、Janusmed interactions は、ストックホ

ルム地域の保健医療サービス局より提供され

ており、この情報コンテンツは、カロリンスカ大

学病院の医療管理局と臨床薬理学講座で共

同開発されている 28）。SIL は、さまざまな情報

源からの医薬品に関する最新の情報を提供し

ており、医師やその他の処方者が電子処方箋

を作成や、知識サポートとして利用している
29）。このようにスウェーデンの電子処方箋は、e

ヘルス庁が提供する Web サイトから入力可能

である。 

 一方で e ヘルス庁からの国民向け画面で

は、電子処方箋の確認のほか、医薬品の使用

金額の確認、医薬品受け取りの委任状の発行

や医療従事者への個人情報へのアクセス許

諾の登録などが実施できる（図 4）。 

これら医療従事者向けサイトでの処方入力

や国民向けサイトでの処方や調剤状況の確認

には、厳密な個人のログインが必要になる。そ

の基盤を支えるために必要な国民 ID と個

人認証の基盤がある。スウェーデンでは、

「BankID」30）と呼ばれるデジタル ID が

国民に広く普及しており、電子上での個人

認証に利用されている。この「BankID」

は、スウェーデンのパスポートまたは国民 

ID カードを携帯電話でスキャンすること

で本人確認を行うことができ、これにより

電子上で本人の情報を正確に届けることが

可能となる。成人のスウェーデン人はほぼ

全員が BankID を持っており、何千もの企

業や政府が使用しており、2023 年には

BankID が 67 億回使用されたとの報告も

ある。 
 このように発行された電子処方箋は、薬局に
て調剤されるが、薬局では 1 枚の電子処方箋
の引き出し（1 薬品ごとに 1 枚の処方箋）にあ
たり、2.7 スウェーデンクローネ（約 40 円）の手
数料を支払っている。 
※2024 年度より 3.2 スウェーデンクローネ（約
45 円）へ値上げ 

このように収集されている国民の医薬品の
使用に関する情報は、国や地方政府の医療
関連の施策資料のほか、e ヘルス庁からの医
薬品使用統計として医薬品区分ごとの使用量
の公開などが行われている。さらにオープンデ
ータとして公開されている資料を用い、薬局協
会などでも分析するなど、幅広く利活用されて
いる。 

 
 

（２）デンマーク 
 デンマークでは主に 5つの地域より医療
サービスが提供されている。医療費は原則
税金で賄われるため無料であり、15 歳以
上の住民は、あらかじめ家庭医を選定して
家庭医の受診を経て診察を受けるタイプ
と、家庭医を定めず診療の都度、医師を選
択して受診するタイプがある。いずれも保
険償還の対象となるが、後者は治療費の一
部を自己支弁しなければならない。なお、
病院は「地域」によって運営されており、
専門的な治療が必要な患者への医療が提供

図 4：Ehalsomyndigheten 患者用画
面のトップページ 
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されている。家庭医の紹介なしでは、救急
を除き病院での診察してもらえない 31）。ま
たデンマークでは、医薬分業体制で家庭医
からの処方箋は薬局で調剤される。薬局の
数と配置は国が決めており、薬局の開業に
は国の認可が必要となる。医薬品費は、個
人の薬負担額に応じて決定され、例えば慢
性病などの場合には、補助対象となる薬剤
もある。また、薬価は国が定めており、価
格はデンマークでの価格と欧州の平均的な
価格の安い方が利用されている 31）。 

デンマーク医薬品庁のサイトでは薬局の
状況として、 

・デンマークの薬局は、処方箋医薬品を
消費者に販売する独占権を持っており、
多くの市販薬も薬局でのみ販売されてい
る。 
・薬局の開設には、デンマーク医薬品庁
（Danish Medicines Agency）の許可が
必要で特定の場所で薬局を運営する認可
を受けた薬剤師により運営されている。 
・約 180 薬局と約 340 の支店の 520 の薬
局店舗がデンマークでは営業している 
・多くの薬局がオンラインで医薬品を販
売し、オンライン専門の薬局も 2店舗あ
る 

と示されている。さらに、薬局には薬剤師
とテクニシャンが常駐し、医薬品を販売す
るだけでなく、医薬品や医薬品の使用、償
還に関する質問に回答することができる。
薬局では、一般的なカウンセリングや医薬
品の販売に加え、以下のようなサービスも
提供している： 

・慢性疾患患者への服薬相談 
・薬を服用しやすいような包装（調剤）
へのサポート 
・市民へのシェンゲン証明書（ピル・パ
スポート）の発行 
・市民からの残薬や未使用薬の受け取り 

薬局は毎年、デンマーク医薬品庁に薬局会
計の報告が必要で、デンマークの薬剤師
は、デンマーク医薬品庁に手数料を支払う
義務がある一方で、薬局は提供するサービ
スに対して償還を受けることができる 32)。 

デンマークでも以前より処方箋の電子化
に向け取り組んでいる。デンマークでは、
州、地域、地方自治体が資金提供する公的
機関である MedCom が中心に医療に関連す
る情報の連携を進めるため、デジタル標準
を開発、テスト、認証し、実装を支援して
いる 33）。MedCom は、1994 年に創立され設
立以来、2～4年の期間限定プロジェクトに
取り組んでいる。当初より電子処方箋に関
する取り組みなどを実施しており、その他
医薬品に関連するプロジェクトとして一般
開業医とその他の医療部門の間で最も頻繁
に使用されるメッセージ (退院通知、検査

結果、処方箋など) に関する全国規模の 
EDI 通信標準を開発や、共通の医療カード
（FMK）の開発・普及に関するプロジェク
トも実施された。 
 一方、デンマーク国内の制度として、
2017 年 10 月 1日、医薬品の処方箋および
用量調剤に関する新しい大統領令が発令さ
れ、医師は原則として、電子的に薬を処方
しなければならないこととなり、電子処方
箋の発行が義務付けられた 34）。なお、この
処方箋と調剤に関するする法令には、電子
処方箋での取り扱いのほか、処方箋への記
載事項として発行日や社会保障番号、医薬
品の名称・剤型・力価、数量、適応症のほ
か、処方箋の有効期間が 2年であること、
特定の看護師や薬剤師も条件付きで処方箋
を発行できることなどが示されている 35）。 
 デンマークでは国民が自身の医療情報を
確認するためのポータルサイトとして
sundhed.dk を運用している。このサイト
では、医療システムへのデジタル入口とし
て、国が収集した健康データを国民自身の
健康と病気の概要を簡単に把握できるよう
にしている。また、sundhed.dk を使用し
て、開業医を検索したり、健康や病気に関
する情報を検索したり、患者の権利などに
ついて読んだりすることもできる。
sundhed.dk では、国民用のサイトととも
に医療従事者用のサイトも準備されている
36）。 
 国民用のサイトでは、MitID でログイン
することで、公的機関が登録した国民の健
康データが表示される。健康記録には、治
療、投薬、薬物アレルギー、検査結果など
に関して登録された最新情報が表示、さら
に、臓器提供に関する自分の意志の登録や
コロナに関する記録、健康データの取り扱
いについての同意の管理、記録のログの閲
覧もできる（図 5）。 
 健康記録では、医療機関や薬局が登録し
た健康データを確認できる。その内容は、

図５：患者向けのサポートサイトの画面 
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病院からの医療記録、検査結果、紹介状、
お薬カード、医師・専門医・歯科医などを
いつ訪問したかの概要も確認できる。病院
からの医療記録では、デンマークの公立病
院からの医療記録を見ることができ、記録
情報は、病院の電子患者記録および管理シ
ステムから取得（データは 1 日に 1 回転送）
されるとある。 
 医薬品の投薬に関する情報は「共通医薬品
カード（Common Medicine Card ）」としてま
とめられている 37）。共通医薬品カードの主
な目的は投薬ミスを防ぐことであり、医療
従事者や患者自身が医薬品や予防接種に関
する情報にアクセスできるようにしている。
これにより、医療従事者は現在使用してい
る医薬品を確認することができ、結果投薬
ミスを防止できる。さらに患者自身は薬の
概要や処方箋の状況などが確認でき、医師
への処方箋の更新依頼なども可能となる。 

共通医薬品カードには、現在および完了
した薬の処方箋の概要が示される。処方箋
と残りの調剤数を確認でき、医師に処方箋
の更新をリクエストすることもできる。デ
ンマークでの処方箋の有効期限は最長 2 年
間で、処方箋発行後 2 年を経過する前に治
療が終了した場合、処方箋の有効期限は治
療終了後 1 ヶ月となる。この情報には、国
民自身に加え、治療に関連する場合は一般
開業医、専門医、病院の医師などがアクセ
スできる。なお、ログで、自身の共通医薬
品カードを誰が閲覧したかを確認できる。
さらにお薬カードアプリもあり、スマート
フォンでこれら情報を閲覧することも可能
である。また国民は個人の医療記録の閲覧
ログを確認でき、sundhed.dk 経由で、病
院の記録、検査結果、共通医薬品カードに
どの記録が行われたかを確認できる。また、
誰がジャーナルにアクセスしたかも確認可
能でそれらを 2年前に遡って表示できる。 
 一方、医療従事者向けのサポートのサイ
トでは、診療システムに関する情報として
健康記録へのリンクや診療システムから
sundhed.dkへのリンクなどや医療従事者へ
の医療に関する情報や教育のサイト、
sundhed.dk に関する患者向けリーフレッ

トなどを示すサイトなどが準備されている。
このサイトでは、患者の健康データの閲覧
方法や表示項目など様々な内容が Q&A とし
て示されている（図 6）。 
 これらを提供する FMK に関する運営は、
デンマーク保健データ局にある Joint 
Medicine Card プログラムによって行われ
ている。FMK ガバナンスを確保するため運
営委員会が構成されており、地域、国地方
自治体協会、デンマーク地域、一般開業医
組織、MedCom、デンマーク薬剤師協会、
Sundhed.dk の代表者で構成されている。 
この FMK は、前述のデンマーク医療ポータ
ルサイト（sundhed.dk）にも連動し国民の
医薬品関連情報の確認に役立っている（図
７）。 

 なお、これらポータルサイトへのログイ
ンには正確な本人の認証が必要であり、デ
ンマークでは、個人のデジタル ID として、
MitID が準備されている 38）。MitID は、オン
ラインバンキングでの送金や、skat.dk、
borger.dk、sundhed.dk などの公共のセルフ
サービス ソリューションへのログインなど、さ
まざまな目的に使用できるデジタル ID であ
る。MitID は最新の国際セキュリティ標準に
準拠しており、スマートフォン向け MitID ア
プリでは２段階認証で本人確認を行うことが
できる。 
 なお、デンマークでは、行政への医薬品の
使用実績等の報告として、医薬品管理登録
簿 
(Lægemiddeladministrationsregisteret(L
AR)）39）や医薬品統計登録
（Lægemiddelstatistikregisteret 
(LSR)）40）さらに病院医療登録への報告 41）

などがある。 
医薬品統計登録（LSR）には、医薬品の

販売と納入に関するすべての情報が登録さ
れており、薬局や店舗で販売された医薬
品、病院で調剤された医薬品も含まれてい
る。すなわち医薬品が販売されるたびに、
その販売に関する情報が LSR に登録され、
処方箋医薬品と一般用医薬品、小売店で販

図７：FMK のガバナンス構成 

図６：医療従事者向けのサポートサイト
の画面 
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売される医薬品、医師や病院に販売される
医薬品の両方に適用されている。LSR は、
医薬品の消費を監視する目的で 1994 年に
設立され、デンマーク保健データ局
（Danish Health Data Authority）は、医
薬品の消費に関する統計や分析で使用して
いる。特にこの情報は、償還の再評価や償
還変更に関する決定、議会での質問、予算
交渉、医薬品の使用に関するガイドライン
が遵守されているかどうかの評価など医薬
品に関する保健当局の決定を支援するのに
役立っている。この LSR は世界的にも珍し
く、長期間に国の全人口をカバーする医薬
品消費に関する唯一の登録簿である。 

LAR は、医薬品のすべての販売と納入に
関する情報を含む管理登録簿である。LSR
と同様に、薬局、店舗での販売、病院で調
剤された医薬品の供給に関する情報が登録
されているが、対象は処方箋医薬品のみで
ある。LAR は、国民が医薬品の処方に関す
るデータを把握できるようになっている。
LSR とは異なり、この記録は過去 10 年分
の医薬品情報が登録されている。 
 病院医療登録は、地域が 2018 年半ばか
ら報告している地域横断的な登録で、デン
マーク保健データ局への医薬品管理と価格
に関するデータを報告する。これにより各
地域は現在、グラフィカルな地域横断的出
力ソリューションでデータにアクセスし、
長期的には詳細な分析のためにより詳細な
データにアクセスできるようになる。 

このようにデンマークでも早期から電子
処方箋をはじめ医薬品に関する情報を収集
し、医療行政等に役立てている。 
 
 
（３）エストニア 

エストニアは、1991年旧ソビエト連邦共
和国から独立し、特に 2000 年以降急速に
IT 化を図っている。2001 年には情報連携
基盤である X-Road を立ち上げ、2002 年に
は国民 ID とデジタル署名基盤を構築、
2008 年には e-ヘルスシステムを構築して
いる。この中で 2010 年には医薬品の処方
と調剤の事務処理を最小限に抑えるため電
子処方箋を実装し現在 99％の処方箋がオン
ラインで処理されている。現在エストニア
の ICT 分野での就労人口は労働人口の
5.9％におよび、国内の分散型ネットワー
クにより 3000 以上のサービスと年間 13 億
件以上の取引を行い、年間 300 万時間以上
の労働時間の短縮を実現している。この情
報連携を支えるものとして、電子 ID やモ
バイル ID、データ交換ネットワーク（X-
Road）および強固なセキュリティとしてブ
ロックチェーンやサイバー防御対策が施さ
れている 42）。 

エストニアの薬局では、医薬品の小売販
売またはその他の調剤と、医薬品に関する
カウンセリングを行っている。薬局は、医
薬品委員会によって発行されたライセンス
が必要であり、一般薬局、病院薬局、動物
薬局が運営されている。一般薬局は、処方
箋による医薬品の販売および一般用医薬品
の販売を行っている。病院薬局は、当該病
院への医薬品やその他の医療製品の供給の
ほか、契約により他の病院や福祉施設、救
急車を運行する病院にも医薬品やその他の
医療製品を供給する。ただし、病院の薬局
には国民に医薬品を販売する権利はない 43)。 
薬品委員会の薬局統計では国内の薬局数

は、一般薬局：476 軒、病院薬局：23 件、
動物薬局：１件（2023年）となっている。
さらに、2022年に一般薬局で扱われた処方
箋枚数は 1,160 万枚で、そのほとんどが保
険償還対象の処方箋でありその数は 980 万
件であった。なお、8,000 件弱の欧州連合
の処方箋がエストニアの薬局で扱われ、そ
の 59％が首都のタリンで取り扱われたとあ
る 44）。 
なお、エストニアでは医療費は無料であ

るが、医薬品費は一部負担がある。健康保
険基金では一律に 2.5 ユーロの自己負担に
加え、疾患等により割引率が 50％、75％、
90％、100％と変化する。ただし、この負
担率は国が定める制限価格（または優先価
格）に対する割合であり、制限価格以上の
医薬品を購入する際は制限価格の医薬品費
のみ給付対象となる。なお、優先価格は年
4回改定される 45）。 
e-ヘルス ファクトシートには、エスト

ニア国民の医療情報システムは 2008 年か
ら運用されており、医療情報システム内に
は 4,000 万以上の文書が保存されていると
ある。2015 年以降、健康データの 99％、
退院情報の 97％が中央データベースに送信
され、医師はこれら情報に簡単にアクセス、
患者もポータルサイトから過去の診察や処
方箋の確認、健康上のアドバイスなどが受
けられる 46)。現在、99.9％が電子処方箋で
運用され、病院と薬局の事務手続き、医師
の診察削減による効率化により、労務軽減
と時間節約がされている。電子処方箋の普
及により、患者は薬局で ID カードを提示
するだけで調剤を受けることが可能となり、
2019 年 1月からは国境を越えた電子処方箋
がエストニアとフィンランドの間で開始さ
れ、現在、クロアチア、ポルトガル、ポー
ランドでも実施していると示されている。 
 エストニアでは、医薬品法第 81 条に基
づき、処方箋を交付する際に電子処方情報
システムを使用することがすべての医療提
供者に義務付けられている。また、薬局は
電子処方箋に基づいて医薬品と医療機器を
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交付する義務がある 47）。 
健康保険基金のサイトでは、医師への電

子処方箋関連の情報提供として、 
・情報システムのない医師のためオンラ
インポータルから電子処方箋を登録、準
備、確認、キャンセルが可能となってい
ること 
・国内で未承認の医薬品を使用する際は
処方箋センターを通じて申請すること 
・電子処方箋のキャンセルが可能なこと 
・相互作用のサービスがあること 
・外国人のための処方箋の書き方 

などが示されている 48）。 
特に薬物相互作用の電子サービスでは、

Inxbase – Riskbase を使用し、薬物相互作
用の評価を行っている。このアラートは医
薬品を処方時に処方箋をチェックし、相互
作用が発生した場合は医師にアラートを表
示する。また、ユーザーの情報システムで
のアラートに加え、医薬品の副作用に関す
る情報も取得できる Web ベースのデータベ
ースにアクセス可能になっている。これに
より、患者のケアの質を向上させ、医薬品
の安全な使用をサポートが可能となってい
る。自動アラートは、医師に重要な相互作
用に注意喚起し、治療の決定をサポートす
る。相互作用は、臨床的関連性とエビデン
スに応じて 4 つのクラスに分類されている。
クラス D の相互作用は一般に避けるべきで
あり、クラス C の相互作用は、例えば、投
与量の減少によって管理することができる
などがある（図８）。 

このデータベースは、スウェーデンのカ
ロリンスカ研究所とフィンランドのトゥル
ク大学中央病院の臨床薬理学者との共同研
究によって開発されたものである。このマ
スタは、10年以上にわたって日常臨床で使
用されており、スカンジナビアで最も広く
使用されている薬物相互作用評価ソフトウ
ェアである 49）。 データベースは年に 4 回

更新される 50）。 
エストニアでは、5 つのオンライン薬局

が認められている 51）。欧州連合(EU)で活動
するすべてのオンライン薬局は、共通のロ
ゴを使用することになっているようであり、
これはEUにおける偽造医薬品対策の1つと
されている 52）（図９）。 

なお、EU での偽造医薬品対策は 2011 年
の EU指令に基づき実施されており 53）、 

⚫ 医薬品の外装に義務付けられてい
る安全機能(一意の識別子と改ざん
防止) 

⚫ 合法的なオンライン薬局を識別す
るための EU 全体の共通のロゴ 

⚫ 医薬品原薬の輸入規制強化 
⚫ 卸売業者の記録管理要件の強化 

が実施されているようである。特に改ざん
防止の観点では、EU 国内で販売される医
薬品には商品コードやロット、有効期限の
ほか個々の包装ごとにランダムなシリアル
番号が付与され、DataMatrix バーコード
で表示されている。この情報はＥＵサーバ
ーで管理されており、流通段階で逐次包装
ごとに履歴を登録しており、薬局でも、当
該医薬品を患者に払い出す前にバーコード
にて情報を登録し、不正に流通したもので
はないことを確認の上、調剤することが義
務付けられている。 
また、医薬品の発送に関してもルールを

設けており、蛋白同化ステロイド、麻薬、
向精神薬、血液および血液成分製剤、医療
用の細胞および組織、先進治療用医薬品の
送付は禁止されている。さらに、医薬品を
外国またはエストニアに送ることができる
のは、送り主と受取人がともに自然人に限
られ、送付時には医薬品はメーカーのパッ
ケージに入っている必要がある。加えて、
送付する容量も定められており、規定を超
える場合は各州の医薬品庁からの許可が必
要になる 54）。 
 一方、医薬品の有効期限切れや体調変化、
その他の理由で医薬品が使用されなくなっ

図９：EU のオンライン薬局のロゴ（エス
トニア） 

図８：エストニア語の薬物相互作用に
関する情報リーフレット 筆者翻訳 
Eestikeelne ravimite koostoimete 
infovoldik. 
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たりした場合、医薬品を薬局または地域の
有害廃棄物受け入れ場所に持って行く必要
がある。どちらも、無料で受け入れられる
が、これはその医薬品が環境や健康に害を
及ぼすことがないようにするためのもので
ある 55）。 
 なお、エストニアでも国民向けポータル
サイトを開設しており、2023 年 11 月から
はエストニア健康保険基金と保健福祉情報
システムセンター(TEHIK)により、国民の
健康情報をまとめる新しい健康ポータルと
して「terviseportaal」を稼働させている
56）。このポータルサイトには、今後の予約、
未受取の処方箋、過去 6 か月間の調査、分
析、相談、予防接種に関する情報や推奨事
項を表示する機能など、いくつかの機能が
含まれているようである。さらに、すべて
の健康文書が 1 か所に配置され、情報がよ
り見つかりやすいユーザーフレンドリーな
構成で、モバイルデバイスを介して医療記
録を表示することが以前よりも便利になっ
たとある 57）。 
 
 
（４）オランダ 
 オランダには 12 の広域自治体である州
（Provincie）があり、州はさらに 342 の
基礎自治体であるヘメーンテ（Gemeente）
に分かれている 58）。 
 VZinfo では、オランダの公衆衛生とケア
に関する統計情報を提供している。この中
では、2023 年、オランダには 8 つの大学
医療センターを含む 69 の病院組織がある。
一般開業医は、国内に 11,754 人おり、医
療を担っている。また、2023 年 1月 1日現
在、1,975 の地域薬局があり、全薬局のう
ち、596店舗(30%)はチェーン店が所有し、
1,063店舗(54%)が(フランチャイズ)薬局に
属している。さらにオランダでは、患者か
ら最寄りの薬局が 4.5km 以上離れた場所に
ある場合、一般開業医は薬局免許を申請で
きる。この制度により、オランダには推定 
282 の調剤 GP 診療所が開設されている 59）。 

2021 年の OECD の調査では、2019 年時点
のオランダの薬剤師数は、国民 10 万人当
たり21人と日本の190人の約1/9であり調
査対象国の中で一番少ない値であった 60）。 

オランダの医療制度は、医療保険法
(Zvw)、介護法(Wlz)、社会支援法(Wmo)、
青少年法の 4 つの制度法によって規制され
ている。そのうえで、国民と民間の保険会
社、医療従事者が双方に医療に質を担保す
るため取り組んでいる 61）。 

医薬品の償還については、薬局で処方薬
の代金を支払う金額は、薬自体の費用と薬
局のサービスの手数料の 2 つの部分で構成
されている。医薬品自体の価格は、健康保

険会社と薬局により決められており、同じ
薬でも、健康保険会社、医療保険、薬局ご
とに価格が異なる。また、薬局サービスに
かかる費用には、医師が正しい用法と用量
で薬を処方したかどうかの確認や相互作用
の確認、薬の配達、薬の使い方の説明など
が含まれ、薬局が行う内容や配達時間、時
間帯（夜間や週末は料金が高くなるなど）
により異なる 62）。 
 医療における電子データ交換に関する法
律(Wegiz)が 2023 年 7 月 1 日に施行された
63）。これまで医療情報は、紙、郵便、ファ
ックス、CD、DVD で届けられ、手入力など
のため情報の遅延やエラーが発生していた。
この法律により、医師、薬剤師、理学療法
士、その他の医療従事者は、患者がどのよ
うな治療や投薬を受けているかを知ること
ができ、患者データを電子的に相互に送信
することで、適切な情報が適切なタイミン
グで適切な場所に届き、結果として、医療
従事者はより良い仕事を、患者はより良い
ケアを受けられるようになる。 
 この義務が適用される最初の種類の情報は
処方箋であり、2024 年から一般開業医による
薬局への処方箋は電子化される 64）65）。 

医療における電子データ交換に関する法律
(Wegiz)に対するオランダ官報として発出され
た「医療における電子データ交換に関する政
令を改正する 2023年 10 月 21 日の政令」で
は、薬剤転送の一環としての GP から調剤薬
局への処方箋の送信（versturen van het 
recept door de huisarts aan de terhandsteller 
(hierna: VRHT) ）の目的として、薬剤の処方お
よび調剤における誤りのリスクを軽減し、薬剤
の処方および調剤の業務効率を高めることと
あり、これにより優れた、安全で手頃な価格の
医薬品や医療の提供に重要な貢献をするとさ
れている 66）。 
なお、医療における電子データ交換に関する
法律(Wegiz)に基づき交換される情報には、 
1.デジタル処方および調剤 
 2.投薬データ 
 3.薬の検査値 
 4.禁忌と過敏症 
が示され、今回適用されるのは１.デジタ
ル処方および調剤の一部であることも示さ
れている。 
 なお、オランダでは、市民サービス番号
（burgerservicenummer ：BSN）が個人に
発行されており、パスポート、運転免許証、
身分証明書に記載されている。オランダの
ID カードには、BSN が QR コードで記載さ
れ、カードの裏面には判読可能な数字で記
載されている。番号は 9 桁で構成され有効
期限は無期限、海外に移住しても有効であ
る。なお、BSN は個人に固有にリンクされ
ているため本人が死亡した場合は、BSN の
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利用が停止される。医療における電子デー
タ交換に関する法律(Wegiz)でもこの市民
サービス番号が使用されており、情報を送
信する際には、この番号の付加が必要であ
る 67）。 

また、オランダでは電子的に本人を認証
する仕組みとして DigiD がある。DigiD を
使用することで、政府、教育機関、医療機
関、年金基金など、インターネット上で取
り決めを行うときに自分自身を識別するこ
とができ、どこからでも簡単かつ安全にロ
グインできる。これにより、個人データが
常に保護されることが保証される 68）。 

さらにこの政令では、これら電子処方箋
を実装した際のデータトラフィックも推定
されており、患者のデータへのアクセスと
して PGO（persoonlijke 
gezondheidsomgeving）の活用も示されて
いる。PGO とは、自分の医療データのコピ
ーを無料で取得できるアプリやウェブサイ
トのことで、医療データのほか自分で測定
した健康に関するデータを追加することも
できる。まだすべての医療機関が参加して
いるわけではないが今後広がるとのことで
ある 69）。 
 オランダでは、これら連携をするための
基礎的技術としてナショナル・スイッチング・
ポイント（Landelijk Schakelpunt (LSP)）
を開発している 70)。ヴォルジェゾルグでは、
LSP を通じて、かかりつけ医と薬局は医療
データの交換が可能であり、患者は医療デ
ータに関する閲覧の許可や追跡も可能であ
る。ヴォルジェゾルグではこの情報連携の
メリットとして以下を示している。 
⚫ 医療データの確実な交換 
⚫ より良い情報によるより良い迅速なケ

ア 
⚫ 安全でプライバシーを尊重する仕組み 
⚫ 法律の順守 
⚫ 個人の同意に関する手続き 
⚫ 医療データの閲覧ログを確認 
 さらにこれら標準化を推進する団体とし
て、Nictiz や MedMij などがある。Nictiz
は、デジタル情報の提供を可能にし、健康
情報を明確に記録および交換できるように
するための標準を開発および管理してい
る。また、医療におけるデジタル情報提供
に関するアドバイスや知識の共有も行って
おり、国内の各種団体だけでなく、国際的
な活動にも参加している 71）。また、MedMij
は、医療利用者と医療従事者の間で健康デ
ータを安全に交換するためのオランダの標
準を策定している 72）。 

これらで取り扱う医薬品情報ソースとし
て、オランダでは G-Standard と呼ばれる
医薬品マスタが利用されている 73)（図１
０）。G-Standard は、Z-Index 社が提供し

ており、ヘルスケア製品の処方、配送、注
文、申告、償還をサポートするデータベー
スである。このデータベースには、薬局や
医療機関が購入可能なヘルスケア製品に関
する関連データが含まれており、オランダ
のすべての公的薬剤師、病院薬剤師、外来
薬剤師、一般開業医、調剤一般開業医、医
療専門家、および健康保険会社は、G-
Standard を使用している。この中には、
規制関連の情報として、医薬品の上限価格
や医薬品の償還限度額、医薬品の処方規制
として処方箋でのみ調剤できるか、または
処方箋なしで調剤できるかなどの情報を、
医薬品の製剤としての組成物(有効成分お
よび賦形剤)、力価、医薬品形態、投与経
路、単位、包装の種類、包装あたりの量、
溶媒、装置、ml あたりの滴数などの情報
を、さらに投薬モニタリングに関する情報
として、相互作用、禁忌(腎機能障害、妊
娠/子供など)、年齢、アレルギー、投与
量、重複投薬などの情報を、物流情報とし
て製品コードやパッケージの縦、横、高さ
の大きさ、ブリスターやアンプル、外箱の
情報まで取り扱っている。これら情報は、
Z-Index だけでなくオランダ王立薬剤師会
（KNMP）の医薬品情報センターや製薬企業
等も協力の上作成している。なお、各医療
機関ではこれら情報を購入して利用してお
り、施設規模や利用範囲などにより料金は
異なる。 

現在、オランダでは samen voor 
medicatie overdracht として、医薬品に
関する履歴情報を交換する取り組みを進め
ている。この取り組みでは、投薬などに関
する情報を適切で完全な電子転送すること
を目指している。これによりすべての医療
従事者とすべての患者は、最新かつ完全な
投薬概要を確認することができ、不必要な
薬物事故や入院、ひいては不必要な苦痛を
防ぐことができるとしている。 

図１０：Z-Index 社 G Standard 
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この計画は、以下の 10段階分けて計画
されており、できる部分から順次実施して
いる（図 11）。 
ステップ 0：準備 
ステップ 1：患者、クライアント、ネット
ワーク 
ステップ 2：移行段階 
ステップ 3：処方 
ステップ 4：確認と使用 
ステップ 5：調剤 
ステップ 6：管理する 
ステップ 7：検査値 
ステップ 8：禁忌と過敏症 
ステップ 9：患者特性 
ステップ 10：測定ツール 
このようにこれら情報を効率的に組み込め
るようサプライヤーをサポートし、デジタ
ル処方箋のトラフィックをさらに拡大し、
最新かつ完全な投薬概要をデジタルで利用
できるようにすることで、投与リストをデ
ジタル化することに取り組んでいる 74）。 

 
 
（５）ノルウェー 

ノルウェ－では、住民登録をする全ての
国民はかかりつけ医（General 
Practitioner ／ Fastlege）を持つ権利が
ある。病気等で診療が必要な場合は原則と
して指定したかかりつけ医を受診する。そ
こで専門的な治療が必要と診断された場合
には、かかりつけ医から専門病院を紹介さ
れる 75）。 
 これらプライマリケアは、428 の地方自
治体から提供されており、国内 4 つの地域
の保健当局は専門的な医療を提供する役割
を担い、公立病院は、地域の保健当局によ
って管理されている健康トラストで管理さ
れている 76）。 

ノルウェー薬局協会には国内の薬局に関
連する状況として、次のように示されてい
る 77）。ノルウェーでは 2001 年の薬局法施
行以降、薬局の所有者は薬剤師のみとする

規制が撤廃され、卸売業者と薬局が統合し
た薬局チェーンが可能となった。現在、
1,045 件の薬局があり 3 つの大きなチェー
ンが薬局の大部分（87.７％）を占めてい
る。そのほか、独立系の薬局や公営の病院
薬局がある（図 12）。薬局 1 店舗あたりの
住民数は 5,200 人（2022 年調査）で、ノ
ルウェー国民の 90% 以上が、少なくとも 1 
軒の薬局がある自治体に住んでいる。 

 また、ノルウェーで薬局は、かかりつけ
薬局、病院薬局、支店薬局、医薬品販売店
などに分類されている。なお、支店薬局と
は、主たる薬局と同じ薬局免許および営業
免許の下にある薬局で、多くの場合、薬剤
師が不足し、専従の薬剤師を雇用できない
ため、支店薬局となっている。薬剤師の雇
用が不可能な場合は、ノルウェー医薬品庁
に申請することで支店薬局の認定を受ける
ことができる。ノルウェー医薬品庁の概要
によると、2024 年 1 月 17 日現在、52 の支
店薬局がある。 
ノルウェーでは、医薬品の購入（非処方

箋医薬品を含む）のため 5,850 万人の顧客
（2022 年）が薬局を訪問し、処方箋に基
づく調剤は、6,500 万件（2022 年）。薬局
訪問者の半数は処方箋による調剤を受けて
いる。ノルウェーでは、2012 年に電子処
方箋が導入され、2017 年にかけて、電子
処方箋の使用が急増した。2017 年以降、
増加幅は小さくなったが、電子処方箋の割
合は 2021 年には 92.5％、2022 年には
92.9％まで増加しほぼ全ての処方箋が電子
処方箋となっている（図 13）。さらに 2022 
年 9 月の時点で、マルチドーズパッケー
ジのユーザーは 98,400 人で、2021 年より 
1,650 件増加している。マルチドーズパッ
ケージは、在宅ケアの利用者や薬のサポー
トが必要な老人ホームの入居者にとって特
に役立つとされている。 

図 11：samen voor medicatie 
overdracht タイムラン 

図 12：ノルウェーの薬局の状況 
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 ※マルチドーズパッケージ：薬を適切な
タイミングで服用し、投与するのに助けが
必要な人々向けに、投薬パッケージを機械
で包装するもの 

 
なお、ノルウェーでは、処方箋は青色処方
箋（blå resept）と H処方(h-
reseptlegemidler)の２種類ある 78）。「青色
処方箋」とは、慢性疾患に対する医薬品や
医療機器の処方箋のことで、その費用の一
部または全額が国民保険でカバーされる。 
青色の処方箋の有効期間は、最長 1 年
間、または処方箋の調剤がすべて行われる
までで、薬局では一度に 3か月分の薬を受
け取ることができる。一方、病院から処方
される薬はすべて、h-処方箋（ノルウェー
語で「h-resept」）と呼ばれている。h-処
方箋の医薬品は、どの薬局でも受け取るこ
とができるが、医師は h-処方箋を更新す
ることはできない。 

医療の情報化に向けてノルウェーでは、
保健医療省傘下の専門機関である e ヘルス
局（Direktoratet for e-helse）を「より
シンプルなノルウェー・ヘルスを創造する
こと」をビジョンに、2016 年 1 月 1 日に
設置している。2024 年 1月 1 日にはノルウ
ェーe ヘルス局とノルウェー保健局が合併
した 79）。この変更により、資源の効率的な
利用、各機関の役割と責任の明確化、そし
てより適切な管理が可能となり、自治体へ
のより良い支援、デジタル化の促進、健康
データのより良い活用に貢献するとされて
いる。e ヘルス局では、国内の医療情報に
関する規格や標準、コードや用語などに加
え国家 e-ヘルス戦略のロードマップや e-
ヘルスの動向に関する検討や情報提供も行
われており、ノルウェーの医療電子化の推
進機関となっている 80）。 

さらに 2020 年 1 月 からは、より質の
高い医療政策目標を達成するために、国家 

e-ヘルスソリューションの電子処方箋、コ
アジャーナル、基本データ、および 
helsenorge.no が e-Health 局からノルウ
ェー保健ネットワーク (Norsk 
helsennett ：NHN) に移管された。Norsk 
Helsenett は、医療分野にデジタルサービ
スとインフラを提供する ICT 企業であり、
Helsenorge や電子処方箋、ケアの記録な
どのデジタルインフラと国家 eヘルスソリ
ューションの開発、管理、運営を行ってい
る 81）。 
ノルウェー保健ネットワーク (Norsk 

helsennett ：NHN)では、電子処方箋につ
いて、「電子処方箋は、処方箋情報を安全
に転送するための国家的な e-ヘルス ソリ
ューション (インタラクション ソリュー
ション) 」とありセキュリティとプライバ
シーに関する厳しい国家要件を満たしたう
えで、より安全な医薬品の使用による患者
の安全性の向上に重要な貢献するとされて
いる 82）。現在、家庭医、病院、薬局では電
子処方箋を使用し処方箋の約 93%が電子的
に発行され、年間約 2,700 万件の電子処方
箋が処方箋サーバーに送信されている。こ
の中では、オンライン薬局であればオンラ
インで電子処方箋を表示し調剤を受けるこ
とができるなどメリットを以下のとおり示
している。 
・処方者や他の医療従事者が処方箋サー
バーから情報を入手することで、患者の
総薬物使用量の概要をより正確に把握で
きる。 
・電子処方箋により、注文や調剤の間違
いが軽減され、患者の安全性の向上に貢
献する。 
・電子処方箋は紙の処方箋より偽造が困
難 
・患者が希望する薬局で薬やその他の処
方箋製品を受け取ることが可能。 
・helsenorge.no で自分の薬の概要を確
認できる。 

また、電子処方箋は、薬剤のコアジャーナ
ルを構成し、これらをもとにマルチドーズ
（一包化）の情報を、患者の薬剤リストが
構成されるようである。 
 現在、ノルウェーでは処方箋サーバーと
通信する中央処方モジュール (SFM)の構築
が進められている。このモジュールは、電
子処方箋の統一インターフェイスに貢献す
るツールで、これには構造化された用量、
有効成分の処方などの機能が含まれている。
これにより個々のベンダが独自に機能開発
する必要がなくなることが想定されている。
このモジュールの開発は 2018 年に開始さ
れ、2025 年までの導入が予定されている
ようである。 
 また、現在進行中のプロジェクトとして

図 13：電子処方箋の発行率 
https://www.apotek.no/statistikk/
apotekstatistikk/kunden 
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電子処方箋でマルチドーズを実施し患者の
安全性を強化するプロジェクトが進行中と
されている。マルチドーズは、薬の服用忘
れを支援するため、薬を袋に機械的に包装
するもので、電子処方箋でマルチドーズを
運用することで、薬物の概要が分かりやす
く、薬物治療がより安全になる、重複投与
が減少するなどが期待されている 82）。 

一方で現在では全処方箋の約 93％が電子
処方箋となり電子処方箋の導入は成功した
ように見えるが、多くの患者が二重の処方
箋を持っていたなど、患者の安全に影響を
与える誤りや欠陥が明らかになっている 83）。
そのため電子処方箋の品質に関する調査が
2017 年に実施された（表 3）。その中では、
システムの改善ばかりでなく法的枠組みや
医療従事者への教育などがとりまとめられ、
これらをもとに現在、電子処方箋に関する
e ラーニングなどが準備されている 84）。 

また、Norsk helsennett では、電子処方
箋の運用を開始する際の接続の承認プロセ
スとして５つのフェーズが示されており、
電子処方箋サーバーに接続したい場合は、
統合が承認されるまで、Norsk helsennett 
がプロセス全体を通じてサポートされる。
これは、各システムが使用される前に適切
に接続されていることを確認することで、
ヘルスケア分野の他のシステムとの連携リ
スクやエラーの軽減を目的としている 85）。 
 さらに、電子処方箋を使用するための技
術的前提条件を示し、この条件に対応した
システムを「電子処方箋に適応した EHR シ
ステム」として公開している 86）。 

一方、「ノルウェーでは毎年約 1,000 人

の患者が副作用や医薬品の不適切な使用に
より死亡していると推定されており、専門
医療サービスへの入院に関連する患者の傷
害の 15 パーセントは医薬品の誤った使用
が原因となっている。」とある 87）。電子処
方箋においても患者が使用すべきでない処
方箋が電子処方箋サーバーに放置されてい
ることがあり、2021 年 3 月の調査で「処
方箋サーバーで有効な処方箋がある患者の 
12.8% が少なくとも 重複する処方箋を持
っている」との結果もある。副作用の防止
や過剰摂取、相互作用の回避のためにも医
師は有効な処方箋を確認し、使用しなくて
も良い処方箋は削除することが必要でこれ
らに関する注意喚起も併せて医療従事者教
育が実施されている 87）。 
 電子処方箋で使用する医薬品のマスタ
は、医療製品総局 (Direktoratet for 
medisinske produkter (（DMP）)より処
方・調剤支援（Forskrivnings- og 
ekspedisjonsstøtte (FEST))として提供さ
れている 88）。このマスタは、ノルウェー国
内で処方箋をもとに入手できるすべての医
薬品について最新情報を医師、薬局などに
提供するデータベースである。このデータ
ベースには、医薬品の有効成分やブランド
名、包装、投与量、取引品目の情報をはじ
め相互作用や償還に関する情報も含まれ
る。FEST は XML 形式で表示され、月に 2
回データ更新される。 
ノルウェー居住者向けの医療サービスに

関する情報とアクセスを提供する公式ウェ
ブサイト Helsenorge を開設している。情
報は医療分野のさまざまな事業者によって

電子処方箋の品質  2017 における提言 

法的枠組み： 

・プライバシーを守りつつ、情報へのアクセスを容易にするために処方プロバイダー規則を改正す

る。 

・処方者の役割に関する規制の理解を明確にする。 

知識の共有と啓発活動： 

・出版物、講演会、情報キャンペーンを実施し、医師の認識向上に貢献する。 

研修：  

・電子処方箋の品質に関する研修や情報を、依頼者に直接提供する。 

・推奨される慣行、ポケットマニュアル、e-ラーニングを含む研修パッケージが準備する。 

EHR システムの機能改善： 

・EHR 供給業者に対する要求仕様の変更、EHR 供給業者によるユーザー研修および電子処方箋やケア

記録を統合した仕様の改善を行う。 

Kvalitet i e-resept Forprosjektrapport. Kvalitet i e resept 2017. 

https://www.nhn.no/tjenester/e-resept/om-e-resept/kvalitet-i-e-resept-2017.pdf より抜粋筆

者翻訳 

表３：電子処方箋の品質  2017 における提言 
Kvalitet i e-resept Forprosjektrapport. Kvalitet i e resept 2017.抜粋筆者翻訳 
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提供されており、Norsk Helsenett がウェ
ブサイトの運営と開発を担当している 89）。 
なお、Helsenorge は医療に関する情報のサ
イトと個人の医療に関するサイトの 2 つの
部分で構成されている（図 14）。 

 ノルウェーでは既に電子処方箋の発行が
大部分を占めている。Helsenorgeには電子
処方箋の説明として、「ノルウェーの医師
が処方箋を発行すると、その処方箋は中央
処方箋データベースに送信されます。その
後、全国どこにいても薬局から薬品を受け
取ることができます。」とある。薬局で薬
剤を受け取る際に必要なものは、有効な身
分証明書だけである。他人に代わって薬を
受け取る場合は、処方箋の所有者に代わっ
て薬を受け取るための委任状と関係者の身
分証明書のコピーを持参する必要がある。
電子処方箋はノルウェー全土で導入され、
すべての薬局が電子処方箋を処理できる。 
 電子処方箋でも紙の処方箋と同じように、
処方箋を使用できる調剤回数は医師が決定
する。さらに電子処方箋では、オンライン
薬局で処方箋を受け付けることもできる。
患者は helsenorge.no にログインすると、
処方箋の概要を表示する。なお、従来は医
療従事者が処方箋を閲覧する際に患者の同
意が必要であったが、2019 年 1 月に規制
が変更され、治療に当たる医療専門家が処
方箋を見るために同意を求める必要がなく
なった。代わりに、患者が医療従事者によ
る処方箋へのアクセスをブロックすること
が選択できるようになった。また、医療記
録へのアクセスはアクセスログに記録され、
誰が処方箋を検索したかなどを確認できる。
このアクセスログは本人のみが閲覧でき、
親の責任や委任状を持っている人であって
も、他人に代わって閲覧することはできな
い。アクセスログには、過去 1 年間に電

子処方箋を処理した人の概要が表示される。
なお電子処方箋の発行や調剤に対する特別
な費用は発生しない。helsenorge.no のサ
ービスは無料で利用可能だが、電子 ID の
取得には料金が発生する場合がある。 
薬局での処方箋受付 
 オンライン薬局を利用する場合は、自宅
への発送も可能である。処方箋による調剤
薬を受け取る際には身分証明書の提示が必
要で、他の人が代わりに受け取る際には委
任状と身分証明書のコピーが必要になる。
なお、ノルウェー薬局協会では委任状のフ
ォーマットも準備されている。またこの委
任状は、16 歳未満の自分の子供のための
受け取りや介護サービス事業者の従業員 ID
などには適応されない。なお、悪用の可能
性がある強力な鎮痛剤や精神安定剤を受け
取る場合は、身分証明書の提示が必要とな
っている。 
この電子処方箋は、処理されてから 1 

か月後に中央データベースから削除され、
処方箋の有効期限が切れると、直ちに削除
される。なお処方情報は、3 年間の履歴が
確認できる 90）。 
 helsenorge.no では自分の有効な電子処
方箋と現在服用している薬の概要が確認で
きる。このサービスを使用するには、電子
個人認証が必要である。 
一方で情報を一元管理するためノルウェー
の国民識別番号（Fødselsnummer）もしく
は D 番号（D-nummer）を利用している。ノ
ルウェーでは国民として国民人口登録簿に
登録により、国民識別番号が発行される。
国民識別番号は、生涯変わらない固有の識
別番号で 11桁の番号である。一方、D番号
は、ノルウェーに一時的に滞在する場合に
使用される固有の識別番号で、いずれにし
ても国民への番号制度の基盤の下にサービ
スが提供されていることとなる 91）。 
 

 

（６）イギリス 
イギリスでは、1948 年に創設された NHS

法に基づき税と保険料により原則無料で医
療が提供されている。NHS では一次医療と
二次医療が明確に区別されており、国民は
自分で GP を選択し登録しなければならな
い。ただし、GPの変更は認められており、
救急の場合を除き、GPの診察を受ける仕組
みとなっている。なお、NHS はイングラン
ド、ウェールズ、スコットランド、北アイ
ルランドの 4 つの地域に分かれそれぞれ独
立して運営されており、それぞれ制度も異
なる。 
 病院を含め GP はすべて公的機関とされ
ており、一方薬局の多くはチェーン薬局と

図 14：Helsenorge トップページ 
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して民間資本で経営されている。NHS 統計
によると、NHS 病院およびコミュニティヘ
ルスサービス(HCHS)スタッフとして、
137,000 人の医師をはじめ看護師など 145
万人が働いている。また 2022 年時点で地
域薬局は 11,414 軒、調剤薬局は 111 軒あ
り、合計 297 の薬局が新規開局し、388 の
薬局が閉店したとある。10.8億枚の処方箋
が地域薬局によって調剤され、2021年から
3.4%増加した。電子処方箋サービス（EPS）
を通じて調剤された処方箋は 10.4 億枚、
調剤された全品目の96％を占めている 92）。 
 NHS では、国民への医療に関する情報は
Web を通して提供している。イギリスでは、
Health Education England、NHS Digital、
NHS England が合併し、1 つの組織である
NHS England に統合された 93）。以前のデー
タは引き継がれ、現在、NHS におけるデジ
タル技術、データ、医療サービスの提供を
担当する唯一の非省庁政府機関として存在
している。これにより、 

・より効率的な方法で作業する 
・診断と治療の改善 
・サービスの理解と改善 

ことが可能となり、各ドメインでの重複が
減り、NHS の全国的なデータとテクノロジ
ーの専門知識が 1 つの組織に統合され運営
されている。 
 NHS のサービスとしては、地域の GPの登
録方法や病院の予約、メンタルヘルスのサ
ービスをはじめ、処方箋の受け取りなどに
関するサービスも示されている。このシス
テムを通じて、NHS では GPの健康記録とし
て、 
⚫ かかりつけ医が処方した薬 
⚫ アレルギー 
⚫ 受けた予防接種 
⚫ 診断された病気 
⚫ かかりつけ医の手術の予約からのメモ 
⚫ かかりつけ医が手配した検査結果 
⚫ 病院や専門医がかかりつけ医に送った

メッセージ 
が閲覧できる。一方で、他のサービス(病
院、歯科医、眼鏡店など)によって保管さ
れている情報は閲覧できない。 

これら情報は、国民に付与されている
NHS 番号により管理され、個人を認識でき
るようになっている。NHS 番号は、485 
777 3456 のような 10 桁の番号で、処方や
病院の紹介状、委任状などにも記載されて
いる 94）。 
 これら情報は、NHS デジタルの個人ポー
タルサイトや医療機関でオプトアウトを行
うことができる。さらに NHS ではスマート
フォン用アプリも準備されており以下が可
能となっている 95）。 
・ リピート処方箋を注文し、受け取りた

い薬局を指定 
・ 診察の予約と管理 
・ かかりつけ医の健康記録の表示（アレ

ルギーや薬などの情報確認 (かかりつ
け医から医療記録へのアクセスが許可
されている場合は、検査結果などの確
認も可能) 

・ 臓器提供決定書の登録 
・ NHS によるデータの使用の選択 
・ NHS 番号の表示 
イギリスでの電子処方箋に関する流れと

して、2018年時点で保健・社会福祉省長官
は電子処方箋に関連し以下のように電子処
方箋への移行をまだ進めていない何百もの
開業医や薬局を支援すると述べた 96）。その
中で、2021 年までに NHS が最大 3億ポンド
を節約できるだけでなく、電子処方箋への
切り替えは患者に次のようなメリットをも
たらした。 
・薬局や開業医の診療所での待ち時間の短
縮 
・リフィル処方箋は、最初に GP を訪れる
代わりに薬局から受け取ることができる 
・紙の処方箋を紛失する心配がない 
電子処方箋の発行率は、2010年6月の1%未
満から 2018 年 6 月には 63%へと増加し、す
でに 6,000 人以上の開業医が処方箋を電子
的にアップロード、薬剤師がダウンロード
でき、スタッフと患者の時間を節約できて
いる。しかし、電子処方箋を発行できる状
況が制限されている現在の規制により、毎
年何千もの紙の処方箋が発行されている。
これらの規制は 2018 年後半に変更され、
ほぼすべての処方箋の電子処方箋が拡大さ
れた。 
また 2018 年 11 月には電子処方箋の地域

資金が発表 97）され、13の機構に対し7,800
万ポンドの資金を提供した。患者の安全を
向上させるための、電子処方箋と医薬品管
理(ePMA)の支援を目的としており、新しい
電子システムは、病院の手書き処方箋から
の脱却を目指し、以下を回避することとし
た。 
・ 致命的な投薬ミスを、従来の紙システ

ムと比較して最大 50%削減 
・ 完全な電子記録を構築 
・ 処方薬に関する命を救う可能性のある

情報への迅速なアクセスを確保する 
・ 情報収集の重複を削減 
特に急性期、メンタルヘルス、コミュニテ
ィサービスを組み合わせて提供している 13
の病院機構へ重点配分した。 
さらに 2019 年には、電子処方箋サービ

スの全国展開が推進され、かかりつけ医や
薬剤師はより迅速かつ安全に薬を処方・調
剤できるようになり、患者が繰り返し処方
されることが容易になるとされた。電子処
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方箋サービス(EPS)は、60 の開業医と数百
の薬局が参加する厳格なテストを経て、
2019 年 11 月から全国的に展開された。す
でに処方箋のほぼ 70%がすでに EPS を通じ
て処方および調剤されており、GPや薬局か
ら肯定的な意見がある。この最終段階が完
了すると、ほぼすべての処方箋が電子的に
送信される。電子処方箋では一意の処方箋
バーコードが患者に渡され、どの薬局でも
スキャンして薬の詳細を取得できる。この
情報は安全な NHS データベースに保管され、
GPや薬局が患者の処方箋にアクセスできる
ようになる。EPS は、効率を高め、必要な
紙処理の量を減らし、処方ミスを減らすこ
とで、2021 年までに NHS を 3 億ポンド節約
するとある。以下は、この効率化の概要で
ある 98）。 
・患者がかかりつけ医から繰り返し処方箋
を受け取る必要がなくなる 
・処方者が物理的な署名を使用するのでは
なく、電子処方箋にデジタル署名してキャ
ンセルできるようにする 
・処方箋の周りの投与量を減らし、保管が
必要な処方箋の量を減らす 
さらに、開業医の勤務時間を短縮し重要な
時間が解放され、薬剤師は患者指導により
多くの時間をかけることができ、年間数百
万ポンドの保険料を節約できる。加えて、
処方箋の紛失リスクを軽減でき、医師がオ
ンラインで患者の状況を確認できるため、
より安全で安心なシステムであると示され
ている。 

2019 年 11 月には、25 の機構に対し時代
遅れの紙のシステムを置き換えるための資
金として、2,600 万ポンドを投じて病院が
デジタル処方箋を導入するのを支援、患者
の安全性を向上させ、エラーを減らす政策
が出された 99）。このより効率的なシステム
へのアップグレードにより、NHS の時間が
節約され、 
・ 従来の紙システムと比較して投薬ミス

を最大 30%削減 
・ 処方薬に関する命を救う可能性のある

情報への迅速なアクセスの確保 
・ 完全な単一の電子記録を構築して、情

報収集の重複を減少 
この資金は、すべてのプロバイダーに電子
処方箋システムを導入するという NHS 長期
計画のコミットメントを達成するための支
援であり、 2018 年 11 月の 7,800 万ポンド
の拠出からの第 2 弾で、3 年間で NHS 全体
の電子処方箋システムの導入を加速するこ
とにより、患者ケアを改善する。2018年に
は13の医療機関が1,600万ポンドを受け取
っている。 

イギリスでは前述のとおり、電子処方箋
サービス（EPS）を通じて調剤された処方

箋は 10.4 億枚、調剤された全品目の 96％
を電子処方箋に基づく調剤が占めている。
イギリスでは、電子処方箋サービス(EPS)
の使用により、処方者は、患者が指定した
薬局などのディスペンサーに処方箋を電子
的に送信でき、処方と調剤のプロセスが患
者と医療従事者にとってより効率的で便利
になるとされている。ただし、EPS は処方
者から調剤者までの処方箋のワークフロー
を管理する責任を有しており、臨床処方シ
ステムではないことも示されている（図
15）。 

 さらに NHS では、処方箋追跡サービスと
して、医療従事者には、臨床用処方箋トラ
ッカーとして処方箋や調剤の現場にいる医
療従事者が、処方箋の状態や場所を確認で
きるよう開発している。加えて、患者のた
めの処方箋の追跡として、全国処方箋追跡
サービスにより、患者は処方箋に関する情
報にオンラインでアクセスし、処方された
アイテムのステータスと準備状況を追跡で
きるようにしている。 
 この EPS には次のような利点が示されて
おり、 
⚫ 処方者は処方箋をより効率的に処理で

きる 
⚫ 薬剤師は紙の使用量を削減し、在庫管

理を改善できる 
⚫ 薬剤師は、手書きの処方箋と比較して

調剤ミスのリスクを軽減できる 
⚫ 患者は、かかりつけ医を訪問すること

なく、地元の薬局から繰り返し処方箋
を受け取ることができる 

詳細は別図で示す（図 16）。 
イギリスでは、定期的に薬を服用してい

る場合、リピート処方箋が利用できる 101）。
GPがこのような設定（リピート調剤）をし
ている場合は、薬局に直接薬を頼むことが
できる。 
GP からリピート処方箋を受け取るには、

図 15：NHS イングランド 電子処方箋
サービス 文献 100)より抜粋 
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NHS アカウントの利用もしくは 他のオンラ
インサービスやアプリの利用（Boots、Hey 
Pharmacist、LloydsDirect などのチェーン
薬局のアプリなど）またはかかりつけの GP
に相談することで可能となる。 

EPS のサービスとして、処方者に対して
は、患者の指名によりディスペンサー（薬
局）を指名する機能や処方箋をキャンセル
する機能などもある。EPS 内では、処方箋
は、患者が指定した薬局に送られる前に、
処方者が電子的に署名する必要があるため、
処方者は処方箋に個別に電子署名するか、
複数を選択して一括で署名し、必要に応じ
て電子署名を適用する前に画面上で患者の
詳細を確認する。電子署名は、スマートカ
ードを使用するが、処方者は、処方箋に署
名できるように、スマートカードに正しい
役割が割り当てられていることを確認する
必要がある 102）。 

また、調剤の観点からは電子処方箋は、
患者に調剤される前に NHS Spine からダウ
ンロードしなければならない。処方箋のダ
ウンロードは、自動的なリクエストのほ
か、手動でリクエストすることも可能であ
る。処方箋を定期的（事前）にダウンロー
ドすることで、患者が到着する前に処方箋
を準備し、在庫切れの商品を必要に応じて
注文することができる。また、EPS 
Prescription Tracker を使用すること
で、ダウンロードすべき急患の処方箋が表
示され、処方箋を受け取りに来る患者に間
に合うように準備することができる。な
お、EPS で使用する用語の理解も必要で、

EPS に調剤された旨のメッセージを送信す
る場合、システムで使用される用語は「調
剤済み」、「回収済み」、または「完了」と
しており、EPS のガイダンスでは、これを
「調剤通知」と呼んでいる 103）。 
EPS で使用する医薬品について、臨床シ

ステム間で医薬品および医療機器情報を転
送するための標準として医薬品・医療機器
辞書（NHS Dictionary of Medicines and 
Devices (dm+d)）を提供している 104）。医
薬品・医療機器辞書（dm+d）は、NHS 全体
で使用されている医薬品と医療機器を表す
説明とコードの辞書である。dm+dデータは
毎週更新され、以下のような様々な情報が
含まれている。 
・ 調剤請負業者から払い戻しのために提出

された場合、その製品が NHS Business 
Services Authority（BSA）から払い戻され
るかどうか 

・ 価格が維持されている場合、製品の各パ
ックの参考価格 

・ 製造業者および供給業者から入手可能な
現在および製造中止の製品およびパック 

なお、EPS で医薬品を処方する際の留意点
なども提示されており、より安全な処方が
出来るように配慮がされている。 
NHS デジタルのサービスは、すでに

4,400 万人の確認済アカウントを発行して
おり、これらのユーザーは NHS デジタルに
ログインすることで個人の健康およびケア
情報にアクセスできる 105）。2022 年には、
10億件の処方箋が電子処方箋サービスを使
用して調剤され、医薬品がより安全、簡単、

図 16：EPS 導入のメリット ９９）より抜粋筆者翻訳 
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迅速に提供されるようになった。また、サ
イバーセキュリティ対策として、認証デバ
イスを Microsoft Defender for Endpoint
に登録することで、NHS ネットワークから
悪意のあるアクティビティの監視および検
出を行っている。さらにこれらで収集され
た情報は、健康とケアを改善するための新
しい治療法を開発している臨床試験も支援
している。 

 
 

（７）ドイツ 
 ドイツでは、公的医療保険制度の内容は
社会保障法典第５巻（Sozialgesetzbuch V）
１06）に定められている。ドイツも日本と同
様、皆保険制度を採っており、国民を含め
たドイツ居住者は公的医療保険か民間医療
保険に加入する義務がある。年収が 66,600
ユーロ（2023年）を超える者、自営業者、
公務員は民間医療保険を選択することもで
きる。 
 公的医療保険の保険者は 
Krankenkasse、疾 病 金 庫 と 呼 ば 
れ、一 般 地 域 疾 病 金 庫
（Allgemeinortskrankenkasse、AOK）や代
替金庫（Ersatzkasse、EK）などの６種類
があり、それぞれ給付業務を行っている。
2023 年現在、法律で定められた医療保険
料は被雇用者の場合、給料の 14.6％で労
使折半であり、加入者が支払うべき保険料
には上限が定められている。徴収された医
療保険料と税収から支出される国の補助金
は、医療基金（Gesundheitsfonds）に集め
られ、各疾病金庫に振り分けられる。 

この他、各疾病金庫は給付業務安定の目
的で追加保険料を徴収できることになって
いる。（追加保険）料率は各疾病金庫で異
なり、2023 年は 0.3～2.0％で、疾病金庫
は保険料を給付業務のみに使うことが定め
られており、保険料を利潤増加目的で他の
事業や投資に回すことは認められていない。
1990 年代初頭に 1,000 社を超えていた疾病
金庫は、その後の改革により統合・合併が
進み、2023 年１月時点で 96 社にまで減少
している 107） 。 

公的医療保険加入者へ使用する処方箋用
紙は、ドイツ全土統一 A6 横型フォーマッ
トになる。これにより、保険医・薬局にお
ける処方箋の取り扱い、公的医療保険にお
ける監査・償還業務をスムーズにしている。 

公的医療保険の被保険者用処方箋には、
ピンク、黄、白、緑の４種類の用紙がある。
麻薬の処方は黄、サリドマイドと類似薬の
処方には白（T-処方箋と呼ばれる）、それ
以外の償還可能な医薬品の処方にはピンク
の処方箋用紙を使用している。保険償還は
されないが、保険医が治療に必要と思われ

る医薬品やサプリなどの処方には緑色の処
方箋用紙を使用する。民間医療保険に加入
している患者には、同じフォーマットだが、
青色の処方箋用紙が使われることが多い。 
ドイツには、日本のようにドラッグスト

ア、調剤薬局といった薬局の分類の概念は
なく、薬局か病院薬局かの２種類のみ。病
院薬局は外来患者の処方箋を取り扱えない
法律で、処方箋は全て院外へ出す。国民医
療において、ドイツは完全な医薬分業制度
を採っている。薬局はどこでも処方箋を取
り扱うが、ドイツは箱だし調剤で、添付文
書の入った箱ごと開封せずに患者へ渡す。
分包センターもあるが、薬局は分包作業を
しない。適応症・投与期間に合わせ、通常
１製品・１剤形あたり N1、N2、N3 の３つ
の箱サイズがある。 
2015 年に成立した E-Health 法 108)は、詳
細な法律ではなく、ドイツ医療の現代化を
図るため、デジタル化、IT の活用や、そ
れらの迅速な導入のためのインフラ構築と
促進を目的とすることが述べられている。
このような技術を医療に取り入れる中で、
遠隔医療、患者のデータマネージメント、
医師による医療報告書の電子化、投薬プラ
ンの統一化、電子処方箋などが実用化の例
として挙げられている 109)。 
下記 Gematik のダッシュボードで、普及

状況が閲覧でき随時更新されている 110)。
なお、この Gematik は企業であり医療のデ
ジタル化、IT活用のインフラ構築に大きく
関わっている。ダッシュボートでは以下の
内容が表示されている（図 17）。 
・ 薬局で受け付けられた電子処方箋数

（2,275,309） 
・ 電子処方箋受付可能な薬局数（14,778，

全国には約 18,000 店の薬局がある） 
・ 電子処方箋を発行できる医療機関数

（5,608） 
・ 電子処方箋を受け付けた薬局数（8,379） 
・ 電子処方箋アプリのダウンロード数

（579,084） 
（かっこ内の数字は 2023 年 7 月 10 日現在） 

図 17：ドイツ IT ダッシュボード 
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普及には、まず、医療機関と薬局で必要
な機器を装備する必要があるが、薬局に比
べ医療機関での整備が遅れている。ドイツ
健康省大臣の Lauterbach 氏は、2024 年 1
月 1 日に全医療機関・薬局で電子処方箋対
応が可能になることを義務付けているが、
これまで幾度と期限延期されてきた経緯か
ら、この期日が確実なものになるかは不明
である（2023 年 7月時点）。 
 政府サイトからも電子処方箋の運用を
2024 年 1月より義務付けることが案内され
ている 111)。これにより患者の利便性向上
と医師の労務軽減などが期待されている。
この仕組みにより 2022 年 9 月 1 日以降、
ドイツ全土の薬局では、すでに電子処方箋
を引き換え、健康保険会社に請求できるよ
うになった（図 18）。後述のとおり、処方
箋は、 
・ 電子健康カード（eGK）を使って電子処

方箋を引き換える（薬局のカード端末
に eGK を挿入する） 

・ 電子処方箋アプリを使ってスマートフ
ォンで管理し、希望の薬局に送信する 

・ 電子処方箋の引き換えに必要なアクセ
ス・データを医師の診療所で紙のプリ
ントアウトとして渡す 

により受け取ることができる。 

 さらに Gematik では、患者や医師・歯科
医師、薬局に対する情報提供サイトを準備
しており、加えて利用者からのレビューや
電子処方箋アプリの提供も行っている 112)。 

電子処方箋のフォーマットは全国統一に
なっているので、機器さえ導入できていれ
ば薬局での扱いは問題ない。薬局で扱える
医薬品およびその他の製品には品目ごとに
PZN（Pharma Zentral Nummer）という ID番
号がついている。メーカー・卸・薬局間の
受注・発注、公的医療保険への薬剤費請求
にもこの番号を使う。電子処方箋での処方
にも医薬品名だけでなく、この PZN を使用
している。PZN がわかれば、どのシステム
でもレセコンでも医薬品を同定できる。 

どのメーカーのレセコンを使用しても、
学術データバンクである ABDA データバン
クと Lauer‐Taxe という薬局で扱える数十

万品を網羅した製品データバンクが搭載さ
れている。薬局業務の基本となるデータバ
ンクで、この２つが連動して、もともと、
重複、相互作用、配合禁忌がチェックでき
る機能がレセコンには備わっている。 
電子処方箋の導入当初、導入される予定

だったものの延期されていた処方箋のリフ
ィル機能は、システムの改修、運用の整備
により 2023 年 4 月 1 日より可能になった
113)。リフィル処方では、１枚の処方箋で
１年間に最高４回同じ薬剤が患者に渡せる
ことになった。 
なお、100％切り替えになっていないの

で、どのような効果がでているか、まだ統
計値がない。期待される効果として、医療
費削減、関係部門によるデータの迅速な共
有、重複投薬の削減、相互作用・配合禁忌
などの迅速で正確なチェックなどがあげら
れる。 
レセコンのプログラムと連動させること

ができれば、高度薬学管理がしやすくなる。
現在のところでは、電子処方箋は保険の償
還作業を迅速にするためだけにしかメリッ
トがないと思われる 114）。 
この問題を解消するためにも、ePA 

（Elektronische Patientenakte 電子患者
記録（カルテ））の導入が進められている
115)。スマホやタブレットに ePA アプリを
入れて、診察記録やメディケーションプラ
ン、後には、電子処方箋も入れられるとの
ようだが、どれだけ利用されているか、ど
の程度充実しているかは情報がない。2021
年より、公的医療保険会社が加入者へ ePA
を利用できることを知らせる義務がある。
しかし、医療の電子化・IT 活用が高度に
洗練されきっていない中、この ePA 機能も
今後変化することが予想される。個人情報
保護の観点から、患者主体で、ePA 内の情
報を誰に閲覧させるかを制御できる仕組み
のようである。（図 19）。 
患者は薬局を選ぶ権利があり、患者の承

図 18：電子処方箋の受け取り方法 

図 19：電子処方箋（紙）の見本 サイズ：
A5 文献 116）より 



24 

 

諾なしに、医療機関が特定の薬局へ電子処
方箋を送ることは違法である 117）。 

現在は、病院内でコンピュータに入力し
て管理している。全ての医療機関が電子処
方箋対応になっておらず ePA の普及も進ん
でいないので、異なる医療機関でのデジタ
ルデータ共有はできていない。 
 
 
（８）EU 

EU では、域内の国民の移動の活発化に伴
い、医療提供体制も構築されている。EUの
法律として、社会保障制度の調整に関する 
EU 規則、国境を越えた医療における患者
の権利の適用に関する EU 指令 118）、2012
年の欧州委員会実施指令（他の加盟国で発
行された医療処方箋の承認を容易にするた
めの措置）の背景により定められている。
これらにより「国境を越えた処方箋」とし
て、ある EU 加盟国の医師が発行した処方
箋は、他のすべての EU 加盟国で有効とな
っている。さらに医師に他の EU 諸国で使
用するための処方箋を発行してもらうこと
も可能となっている。 

医療の情報化に伴い、この「国境を越え
た処方箋」も電子化して他の国で調剤でき
るようにする取り組みが行われている。
2014 年には国境を越えた指令 2011/24/EU 
に基づく電子交換のための電子処方箋デー
タセットに関するガイドライン 119）が、さ
らに、2016年には海外で処方箋を提示する
場合の運用事例 120）も示されている。その
後各種議論が進められ、EU域内での電子処
方箋の相互運用などの検討を重ね、2019年
には他の EU 諸国で電子処方箋を使用する
初の取り組みとしてフィンランドとエスト
ニアの間で国を超えた電子処方箋のやり取
りが実施された。 
 一方、EU諸国では域内住民の健康情報を
以下の目的で集約し、欧州健康データスペ
ース（European Health Data Space：EHDS）
の構築を進めている 121）。 

・個人が自身の健康データをコントロ
ールできるようにする 
・より良い医療提供、より良い研究、
イノベーション、政策決定のための健
康データの利用を支援する 
・EUが、安全で確実な健康データの交
換、使用、再利用を行い活用すること
を可能にする 

この EHDS は従来の健康情報等に関する
ルール、共通の基準や慣行、インフラ、ガ
バナンスの枠組みで構成される健康特有の
エコシステムであるとしている。これによ
り、国やＥＵ全体で、電子化された個人の
健康データへのアクセスとコントロールの
強化しこれらの自由な移動のサポートを通

じて、個人の健康管理をサポートする（デ
ータの一次利用）だけでなく、研究・イノ
ベーション・政策立案などのために健康デ
ータを利用すること（データの二次利用）
も視野に入れ構想されている。なおこれら
情報の管理は、EUにおける一般データ保護
規則（GDPR）に準拠し構築されている。さ
らに、EU 諸国は安全かつ効率的かつ相互
運用可能な方法で健康データを交換できる
ようになっている。 
この EHDS を通じて、EU諸国の国民とし

て「国境を越えた電子医療サービス」の提
供も可能となった。EUの国民は、
「MyHealth @ EU」と呼ばれるサイトを通
じてこれらサービス受けることが可能にな
っている 122）。「MyHealth@EU」では、新し
い電子国境を越えた医療サービスは、2025 
年末までに EU 25 か国で段階的に確立さ
れ、各国への情報は各国の母国語で、各国
民向けに情報が提供されるとある。2019
年には委員会により、国民は国境を越えて
安全に健康データに簡単にアクセスできる
ようになるとの案内があり、クロアチア、
チェコ、ルクセンブルクなどが参加し、こ
れら国民は「MyHealth@EU」より自国外で
の処方薬の受け取りが可能になっている
（図 20）。 

 

 

図 20：「MyHealth @ EU」パンフレット（フ
ィンランド版） 
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（９）アメリカ 
国民皆保険制度を導入している日本とは

異なり、米国の公的医療保険制度には受給
資格がある人のみ加入できる。主な公的医
療 保 険 制 度 と し て は 、 メ デ ィ ケ ア
（Medicare）とメディケイド（Medicaid）
がある。その他に、特定の子供が加入でき
る 児 童 医 療 保 険 プ ロ グ ラ ム （CHIP：
Children's Health Insurance Program）、
退役軍人が加入できる保険制度（VHA：
Veterans Health Administration）などが
存在する。これらの制度の対象者以外は、
勤務先（雇用主）が加入している民間医療
保険への加入を検討する必要があり、大部
分の人が民間医療保険に加入している。 

電子処方は、正確で間違いがなく、理解
しやすい処方箋を、ポイントオブケアから
薬局に直接電子的に送信する処方者の能力
であり、患者ケアの質を向上させる重要な
要素である。2003 年のメディケア近代化法
（MMA）に電子処方が盛り込まれたことで、
この動きに弾みがつき、2006 年 7月に医学
研究所が発表した、投薬ミスの削減におけ
る電子処方の役割に関する報告書が広く知
られるようになり、患者の安全性を高める
上で電子処方が果たす役割に対する認識が
高まった。e-prescribing を促進する標準
を採用することは、電子カルテの採用を促
進し、米国における全国的な電子医療情報
インフラを構築する連邦政府の計画におけ
る重要な行動項目の一つである。 

メディケアおよびメディケイド サービ
ス センター（CMS）は、Part D のスポンサ
ー、処方者、および調剤薬局に対し、42 
CFR § 423.160 の規則に従って電子処方を

サポートするよう求めている。さらに、規
制薬物の電子処方箋（EPCS）を発行する医
師は、麻薬取締局（DEA）の要件をすべて
満たすソフトウェアアプリケーションを使
用しなければならない。EPCSには、患者の
安全性向上やワークフローの効率化、不正
抑止、アドヒアランス管理、負担軽減など
多くのメリットがある。 
 このように進められている電子処方箋は、
米国最大の電子処方オペレーターである
Surescripts のデータによると（2017 年か
ら 2021 年までの米国における電子処方箋
の割合を示している）2021年には、記入さ
れたすべての処方箋の 94%が電子処方箋と
ある 123）（図 21）。 
またアメリカでは、電子処方箋ソフトウ

ェアは、臨床医が電子処方箋を準備して送
信するのに役立つソフトウェアとされ、こ
のソフトウェアは、処方者が薬を選択し、
薬の情報や相互作用を簡単に調べるのにも
役立つとされている。臨床医にとっての電
子処方ソフトウェアの最大の利点は次のと
おり示されている 124）。 

・処方ミスの防止 
・投与量、経路、強度、頻度に関する
自動化された臨床意思決定支援 
・投薬リストの迅速な照合 
・薬物相互作用、処方箋の重複、また
は患者のアレルギーの迅速な通知 
・処方箋の履行の追跡 
・より良い規制物質モニタリング 

要するに、電子処方は、労力を削減しなが
ら精度を高めるという二重の利点を提供し
ている。 
さらに、医療システム関連会社 INTEREXY

図 21：Rate of electronic prescriptions in the United States from 2017 to 2021 
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では、電子処方箋のメリットとして 125）、 
電子処方箋アプリの利点 
1.ヒューマンエラーの削減 
2.臨床アラート 
3.調剤完了の追跡 
4.再入院の減少 
5.コスト削減 

があげられている。さらに必須機能として、 
電子処方アプリの必須機能 
ユーザーダッシュボード 
治療管理 
医薬品処方箋の作成と提出 
処方箋発送の追跡 
有害な相互作用の防止 
投薬歴 

が挙げられている。 
 アメリカでは、医療データを一括してチ
ェック行う機構はなく、個々の医療機関に
おいてチェックモジュール等を用い医薬品
の適切な使用をサポートしている 126）。 

さらに、リフィル機能では、リフィルを
行う薬剤を選択、何日間使用できるかを入
力するのみであり、必要に応じて 30 日分
の処方に対し再処方を 5 回など、症状が安
定している場合には 1 年分の処方を行うこ
ともある 127）。 

電子処方箋の運用の流れとして、
Surescripts の事例を示す 128）。
Surescripts は、システムの関係者が通信
し、データを交換できる電子処方ネットワ
ークである。Surescripts は分散型 e-

Prescription ネットワークである。ネッ
トワーク内の関係者はピアツーピア通信を
使用して相互に通信できる（Surescripts, 
2018a）。Surescripts は処方者に患者の薬
歴と処方情報、参加保険会社と薬局給付管
理者（PBM）からの給付情報を提供する
（Castro, 2009; Joy et al.） 図 22 に 
Surescripts システムの主な特徴を示す。
Surescripts は、提供されたサービスに基
づいて患者データのセキュリティとプライ
バシーを管理する。給付金の最適化は、
Surescripts が介護者に提供するサービス
の 1つで、このサービスにより、患者の医
薬品情報は、患者の訪問中にリアルタイム
で更新され、アクセスできるようになる。
Surescripts は、PBM および医療費支払者
と協力して、この情報を取得している。こ
のサービスは、参加している患者の地域の
薬局や健康保険会社から、患者に関する投
薬関連情報を介護者に提供している。この
サービスでは、介護者が患者の投薬履歴情
報にアクセスできるようにするために、患
者の同意が必要になる。病歴は、
Surescripts が提供する別のサービスにな
る。このサービスでは、介護者は患者が以
前に出席したケアの場所を要求する。この
サービスは、過去の健康記録の場所と、過
去に処方および調剤された処方箋をカバー
する。Surescripts は、患者に関する発見
された場所からの医療記録の介護者の要求
を処理する。最も重要なことは、電子処方

図 22.Surescripts システムの主な機能(Surescripts)。 
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箋サービスにより、処方箋を電子的に交換
できることで、このネットワークにより、
処方者と薬局は処方情報を交換できる
(Surescripts、2019)。 

処方者は、薬を処方する前に、患者の健
康保険に事前承認(PA)を求められる。この
要件は、対象となる薬の費用を最小限に抑
えるために使用される健康保険技術となる。
さらに、保険は事前の承認なしにいかなる
医療に対してもいかなる給付も支払わない。
しかし、これは主により高価な薬の場合で
あり、いくつかの薬は PA の対象となる。
以下は、PAが必要な最も頻繁な理由のリス
トである(Gasbarro、2015)。PAの取得は、
以前は困難なプロセスであった。処方者は
患者の選択した薬局に処方箋を送る必要が
あった。さらに、薬剤師は送られた処方箋
をもとに、電話またはファックスで処方箋
に PA が必要かどうかの確認が必要であっ
た。患者には電話などを通じ結果が通知さ
れ、薬剤師は電話またはファックスを使用
して PA 承認プロセスを開始できた。この
ためこのプロセスは、完了するまでに数日
または数週間かかる。PAの承認を得た後に
薬剤師は、処方箋を受け取る準備ができた
ことを患者に連絡する。さらに、PAの承認
を必要とする高価な薬の使用が増加してい
るため、プロセスがより複雑で時間がかか
るようになっている(Surescripts、2015)。
Surescripts によると、患者の 69%は、保
険会社によって薬が承認されるまで数日待
たなければならなかった(Surescripts、
2015)。図 23は、PAの従来のプロセスを示

す。 
Surescripts は ePA プロセスを提供して

おり、このプロセスはプロセスを簡素化し、
遅滞なく薬局から処方箋を入手する効率を
高める。処方者は、電子処方プロセス中に
PA の承認を要求しシステムは、PA 要件が
あるかどうかを処方者に通知する。次に、
処方者は別の投薬オプションを選択するか、
EHR システムを使用して PAを電子的に送信
するオプションがあり、これに続いて、処
方箋は薬局に送られ、そこで受け取る準備
が整う(Surescripts、2015)。図 24 は、電
子 PAプロセスを示す。 
 このように、電子処方箋は従来のプロセ
スの簡素化・効率化にも寄与している。 

 
 
（１０）カナダ 
 カナダの医療は国民皆保険制度を採用し
ており、原則として患者の自己負担はなく、
全て税財源で公的負担である。移民等で加
入できない場合の医療費は有料になる。原
則として家庭医の受診が必要だが、家庭医
への受診も 1～2 週間の待ち時間が必要で
医療機関へのアクセスが悪い。一部の州で
は、民間医療機関（プライベートクリニッ
ク、検査機関等）が解禁され富裕層の利用
者が増えている。このような施設では、自
己負担での医療が制限付きで（入院設備は
伴わない等）行われている 129）。なお、カ
ナダの医療制度を円滑に運営するため、連
邦政府と州・準州政府の双方に役割と責任
がある。カナダ保健法（CHA）は、10 の州
と 3 つの準州が、連邦政府からカナダ保健
移転（CHT）の現金拠出額を全額控除でき
るよう、それぞれの保険制度について満た
すべき条件を定めている。各州と準州の政
府は、その住民のために医療サービスを管
理、組織、提供する責任を等しく負ってい
る 130）。 
カナダの紙処方箋には、以下の項目が必

要である 131）。 
1）患者名 
2）患者の生年月日（麻薬処方箋の場合
は患者の保険者番号なども必要） 
3）「Rx」（処方箋を持って来局した旨の
表示） 
4）薬品名とその用法用量（略語で記載
されるケースもある） 
5）「R」（リピート（リフィル）R11 であ
れば 1カ月分を 11回繰り返し可能） 
6）医師名と医師免許番号 
7）医院の住所 
8）医院の連絡先 

処方箋は印刷したものや手書きのもの、電
話での口頭処方もある。カナダの一般処方
箋には有効期間がない一方で、患者への説
明義務をもとに薬剤師の判断で調剤を行わ
ない場合もある。 
カナダの薬局では調剤として、受け付け

図 23.従来の PA(Surescripts) 

 

図 24 .Surescripts の電子 PA(Surescripts) 
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た処方箋の入力と初期チェック（必要な情
報がすべて揃っているか）、セラピューテ
ィックチェック（処方箋が患者に合ってい
るか）、医薬品の準備、テクニカルチェッ
ク（処方箋は正確に記入されているか）、
医薬品の供給と患者への指導を行い、医薬
品を払い出している。多くの薬局では、薬
局システムを通じて、患者情報の管理や相
互作用やその他の潜在的な問題をチェック
している。また患者への医薬品の払い出し
はボトル払い出しであり、薬剤師サポータ
ーは医薬品のボトルをスキャン後、ロット
と有効期限を印字し、指定された医薬品の
数量を数え、ラベルを貼って薬剤師がチェ
ックし患者へ渡す 132）。 

カナダでの医療関連の連携システムは、
Canada Health Infoway により提供されて
いる 133）（図 25）（図 26）。Canada Health 
Infoway は、カナダ保健省、州および準州、
および業界の利害関係者と協力して、全国

的な電子処方サービスである PrescribeIT
を運営および維持している。PrescribeIT
は、処方者が処方箋を電子カルテから患者
が選択した薬局の薬局管理システムに直接
電子的に送信することを可能にし、地域密
着型の処方者(医師やナースプラクティシ
ョナーなど)と地域の小売薬局をつなぎ、
処方箋のデジタル伝送を可能にしている。 
なお、セキュリティ対応として、処方情

報は処方者から患者の選択した薬局に暗号
化 さ れ て 送 信 さ れ る 。 さ ら に 、
PrescribeIT のユーザー（すなわち、処方
者または薬剤師）は、患者の処方情報にア
クセスするために、多要素認証を使用しな
ければならない。さらに、セキュリティの
ために、システム内のすべてのトランザク
ションはログに記録され、監査される
（Canada Health Infoway, 2019; 
PrescribeIT, 2018）134）。 
電子処方箋に関しては、2012 年 2月にカ 

図 25. PrescritbeIT の全体的な構造 

 
 

 

図 26. 処方 IT の将来の機能(カナダヘルスインフォウェイ) 
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ナダ医師協会およびカナダ薬剤師協会より
「電子処方に関する共同声明」が発行され
ている 135）。この中では 2015 年から電子処
方箋の運用が始まるにあたり電子処方箋に
必要な要件および電子処方箋が医薬品情報
システム（DIS）と統合されることを前提
に多くの利点を以下のとおり示している
（表 4）（表 5）。 

なお、カナダでは 2015 年より電子処方
箋 へ の 取 り 組 み を 進 め て お り 、
PrescribeIT での開発タイムラインを以下

に示す 136）。 
2015 年：Infoway、カナダの電子処方箋サ
ービス創設に向けた調査を開始。 
2016 年：カナダ政府が e-prescribing のた
めのスタートアップ投資を提供。薬局チェ
ーンと最初の意向確認書（LOI）を締結し、
2 つの管轄区域（アルバータ州、オンタリ
オ州）と覚書（MOU）を締結、3つの薬局チ
ェーンと LOI を締結して年を終えた。 
2017 年：カナダ政府が PrescribeIT に大規
模投資。最初の管轄地はオンタリオ州（ハ

患者： 

- 患者の安全性と医療全体の質の向上 

- 新規および再処方箋の調剤の利便性が向上 

- 協力的なチーム医療をサポート 

医療提供者： 

- 時代遅れの電話、ファックス、紙ベースの処方箋に代わる、より安全で効率的な処方とリフィルの承認方法

をサポート 

- ポイントオブケアで処方箋が一度だけ書かれるため、再処方がなくなり、エラーや法的責任のリスクが減少 

- 医療提供者間の電子的なコミュニケーションをサポートし、説明のための薬局との電話やコールバックを減

少 

- 処方の時点で警告とアラートシステムを提供し、潜在的な禁忌、薬物相互作用、アレルギーへの臨床医の

対応をサポート 

- 薬歴、薬剤、治療法、処方、コストに関する情報を処方時に利用できるようにすることで、情報に基づいた意

思決定を促進 

医療システム：  

- 薬物療法の処方、調剤、モニタリングの効率と安全性を向上 

- 共通の包括的な薬剤プロファイルへのアクセスをサポートし、臨床上の意思決定と患者の服薬アドヒアラン

スを向上 

- エビデンスに基づく処方、処方順守、薬剤費に関する認識、服薬管理の改善を通じて、費用対効果の高い

薬剤使用を増加 

- 報告と薬剤使用評価の改善 

原則  

以下の原則は、すべての管轄区域で電子処方機能を構築するための私たちの集団的努力の指針となるべ

きものである： 

 - 患者の機密性と安全性は維持されなければならない 

 - 患者の選択は保護されなければならない 

 - 臨床医はベストプラクティス情報、薬剤費、処方データにアクセスできなければならない 

 - 作業プロセスは合理化されなければならない 

 - 電子処方システムは、臨床および診療管理ソフトウェアや医薬品情報システムと統合できなければならな

い 

 - 医療従事者間のデータ共有、およびその他のデータの使用や開示に関するガイドラインが整備されてい

なければならない 

- 処方箋の真正性と正確性が検証可能でなければならない 

 - 処方箋の偽造や横流しを防止するプロセスでなければならない 

 - 電子署名について、カナダ全土での標準が設定されなければならない 

表 5：電子処方箋導入による各種メリット 

表４：電子処方箋に必要な機能 
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ンツビル）で本稼働し、6 つの管轄地と
MOU を締結、13 の薬局チェーンと LOI を締
結。 
2017 年末 38 人の処方医が登録、19 薬局
が登録。 
2018 年：アルバータ州（レスブリッジ）と
ニューブランズウィック州（セントジョ
ン）。9つの管轄区域と MOU を締結。電子カ
ルテ（EMR）ベンダー6社、薬局管理システ
ム（PMS）ベンダー3社と契約。 
2018 年末 774 人の処方医が登録、832 薬
局が登録。 
2019 年：サスカチュワン州（La Ronge）で
4 つ目の管轄区域が稼動。10 の管轄区域と
MOUを締結。EMRベンダー11社、PMSベンダ
ー5社と契約。カナダ全土の小売薬局 31ブ
ランドと意向確認書（LOI）。 
2019 年末 2,100 人の処方医が登録、
2,447 薬局が登録。150 万件以上の累積取
引。 
2020 年：12 の管轄区域と MOU を締結。EMR
ベンダー17 社、PMS ベンダー8 社と契約。
カナダ全土の 45 の小売薬局ブランドとの
契約。 
2020 年末までに 5,700 人の処方医が登録、
4,804 薬局が登録。660 万件以上の累積取
引。 
2021 年：最後に残った管轄区域と覚書。カ
ナダ全土で 45 の小売薬局ブランドと契約。 
2021 年末 8,858 人の処方医が登録、
6,132 の薬局が登録。2,100 万件以上の累
積取引。 
2022 年：PEI（コーンウォール）で第 7 管
区が稼動。 
2022 年末 14,290 人の処方者が登録、
6,846 の薬局が登録。4500 万件以上の累積
取引。 
2023年：2023年1月、オタワ病院情報シス
テムの試験運用を開始。 
2023 年 3 月 31 日終了 14,567 人の処方医
が登録、6,951 薬局が登録。5,240 万件の
累積取引。 
なお、2023 年のレポートには、7,953 の薬
局、4,282 のクリニックが登録され、推定
550 万人のカナダ人が PrescribeIT を利用
しており、処方箋の誤用を減らし、服薬ア
ドヒアランスの改善、投薬ミスの回避など
で 5 億 2,000 万ドルの損失を回避できる可
能性があるとしている。 
※カナダの薬局数：12,162 件（地域薬局：
11,712、病院達局 371、その他：79）137） 
 
 
（１１）オーストラリア 

オーストラリアの医療制度は、全国民を
対象に広くアクセスが保障されている。公
的医療制度と民間医療保険が並立している

のが特徴である。一般医（General 
Practitioner, GP)がプライマリケアの中
心であり、専門医への紹介なども行う。薬
剤費用に関しては、オーストラリアでは、
Pharmaceutical Benefit Scheme (PBS)と
呼ばれる公的医薬品給付・償還システムが
あり、この制度により人々が医薬品を手頃
な価格でアクセスできるよう保証してい
る。 
患者は紙処方箋か電子処方箋のどちらか

を希望することができる。紙処方箋の運用
方法は、患者が薬局へ処方箋を提示し、薬
局側が調剤して用法用量や使用上の注意を
説明して渡すという点において、日本の運
用方法と同様である。患者が調剤を受けた
際に薬局で支払う自己負担額には上限（通
常は＄30ドル）が設定されている。なお、
近年の動向で特筆すべきは最大処方日数が
変更され、従来まで処方日数の上限は最大
30 日までであったが、2023 年 9 月 1 日か
ら、一部医薬品では 60 日分を処方するこ
とが可能となった。 
オーストラリアでの電子処方箋の導入は、

COVID-19 の影響が大きい 138)。なお、電子
処方箋がスタートする前の一時的な措置と
して、処方箋のデジタル画像による送信も、
処方者から電子メール、SMS、ファクシミ
リ、その他の電子的方法で送信された処方
箋のデジタル画像を用いて、処方箋医薬品
（麻薬・向精神薬等を除く）を調剤するこ
とが可能となった 139)。 
電子処方箋を運用するために必要なソフ

トウェアは処方者側、薬局側ともにオース
トラリア全土で利用可能になりつつある。
電子処方箋が利用可能となった 2020 年 5
月以降、2023 年 8月時点で 1億 6,000 万
枚以上の電子処方箋が、6万 6,000 人以上
の処方者（GPやナースプラクティショナ
ー）によって発行されている。政府は、電
子処方箋普及のため、4年間で 1億 1,180
万ドル（および継続的に 2,420 万ドル）の
資金を提供することを発表している。 
電子処方箋の普及に向けた患者への啓発

活動としては、オーストラリアデジタルヘ
ルス庁（Australian Digital Health 
Agency）のウェブサイト内に以下に示す内
容に関するオンライン学習モジュールが用
意されている 140)。 
さらに医療従事者に対しても、薬局 141)

と処方者 142)が電子処方箋の運用方法につ
いて学ぶことを奨励し、オーストラリアデ
ジタルヘルス庁（Australian Digital 
Health Agency）のウェブサイト内に無料
の Continuing professional 
development(CPD)認定オンライントレーニ
ングとして、オンライン学習モジュールが
用意されている。さらにこれらには、一般
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医（ＧＰ）および薬局向けの電子処方箋の
導入プロセスについて説明した専用ウェブ
サイトを公開している 141) 142)。 

オーストラリア政府では、PBS 医薬品の
電子処方を合法化するために国民保健（医
薬品給付）規則 2017（the National 
Health (Pharmaceutical Benefits) 
Regulations 2017）143)の変更を皮切りに
関連の法令を改正している。さらに各州
は、それぞれの管轄区域で電子処方を可能
にするための法的枠組みの変更を行ってい
る 144)。なお、ソフトウェアベンダーが電
子処方に参入するためには、Australian 
Digital Health Agency（ADHA）が開発し
た Electronic Prescribing Conformance 
Profile の要件を満たす必要がある。ADHA
は、ベンダー向けに電子処方適合プロセス
に関する情報を公表している 145)。  

電子処方箋の導入から 12ヵ月後に実施
したニューサウスウェールズ（NSW）州の
GP および薬剤師へのインタビューでは、
電子処方箋の導入効果として以下の 3点が
述べられている 146)。 

- 効率的な処方と調剤 
- 患者の服薬アドヒアランスの向上 
- 安全性とセキュリティの強化 

一方、その中では以下の課題についても示
されている。 

- 安全性やセキュリティ上の問題 
- 継続的コスト 
- 仕事量の増加  
- 変化に対する利用者の問題 
- トークンの有効性 

電子処方箋の運用は、医師から患者の携
帯電話の SMS またはメールアドレスに処方
情報が記載された「トークン」へのリンク
が含まれたメールを送る。トークン自体は
処方箋ではなく、ロックされている電子処
方箋へのアクセスを解除するための鍵であ
る。患者はこのトークンを薬局に提示する
ことで、調剤を受けることができる。この
トークンは処方された薬ごとに発行され、
患者は、診察が終わる前に、全てのトーク
ンが届いていることを確認する必要がある。
また、処方者は患者の同意を得て、患者が
希望する薬局にトークンを直接ファックス
／電子メールで送ることや、アクティブス
クリプトリスト（ASL）にトークンを送信
することも可能である（図 27）。 

薬局側は患者から提示されたトークンを
スキャンすることで、電子処方箋にアクセ
スすることが可能となる。1 つのトークン
を使って複数回調剤される不正利用を防止
するため、トークンを利用した電子処方箋
のダウンロードは一度しかできない。患者
はトークンを薬局に転送することで来局せ
ずに医薬品を自宅で受け取ることも可能で

ある。トークン紛失・削除してしまった場
合は、送信元（処方者または薬局）に再送
信を依頼する必要がある。処方箋がリフィ
ル処方箋で、リフィルの回数が残っている
場合は、調剤後に薬局から新しいトークン
が SMS または Eメールで送信される。 
患者が ASL に登録している場合、患者は

自身が ASL に登録していることを薬局側へ
伝え、薬局がアクセスすることについて薬
局から患者へ送られる email または SMS に
同意することで、電子処方箋のトークンを
薬局へ提示することなく調剤を受けること
ができる。なお、大手薬局グループは、独
自のモバイルアプリを開発し、そのアプリ
内で電子処方箋を管理してその利便性を患
者に訴求している。 
 ASL はトークン管理システムで、患者の
処方箋のリストを保管している。ASL は、
処方者および薬剤師が患者の ASL にアクセ
スするたびに、現在有効なバーコード付き
の紙処方箋および電子処方箋のすべてを表
示する機能を備えている。患者は、どの処
方箋を自分の ASL に送信するか、またどの
処方者や薬局が自分の ASL を閲覧できるか

図 27：電子処方箋にアクセスするた
めに必要となるトークン 147) 
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を決めることができる。2023 年 9月時点で、
オーストラリア全土の 85％の薬局が ASL に
アクセス可能となっている。なお、オース
トラリアの病院において、電子処方箋を送
受信することは皆無である。 

 
 

（１２）韓国 
 韓国（大韓民国）の医療体制は、2010年
の調査によれば、医療施設は 1 次医療機関、
2 次医療機関、3 次医療機関に分かれて整
備されている。 1 次医療機関には、診療所
が 27,469 か所、病院が 1,315、保険機関が
3,469 か所設置されている。 2次医療機関
では、総合病院が 274 か所であり、3 次医
療機関としては専門療養機関が 44 か所で
ある。 また、漢方病院が168か所、漢方診
療所が 12,061 か所、歯科病院が 191、歯科
診療所が 14,681 か所あり、これらの数字
からも日本と類似の傾向が見られる。 

2021 年現在の電子処方箋の普及率は国の
統計で 0.8%である。 これは、電子処方箋
に関する法制度がまだ検討段階にあること
が原因と思われる。 しかし、国民には個
別の患者識別 ID が割り当てられ、医薬品
識別には国際標準である ATC コードが採用
されているなど、国際基準に対応している
面もある。 

一方で、民間企業による電子処方箋サー
ビスは稼働しており、電子処方箋の導入が
少しずつ進んでいるともみられるが、契約
した病院および薬局のみでの運用である。 
いわば日本における処方箋画像の送信サー
ビスと同様のものであり、処方箋制度の改
革とはいえない。 大きな病院には情報を
薬局に送信するキオスク端末が設置されて
いる。 これは日本で言う薬局へのFAX送信
に相当するが、紙を使わない点で電子化が
進んでいる。 しかしながら、統一された
電子処方箋の運用には至っていないのが現
状である。 

しかし、処方箋の様式としては、1 薬品
1 レコードから構成され、医薬品のマスタ
は ATC 分類で構成されていることがわかっ
た。 また、医薬品の処方理由の記載は、
制度として定められており、疾病分類記号
を記載することになっているが、患者の要
求で不記載とすることもある。 
 なお、韓国では2002年3月に医療法を改
正し、電子処方箋の発行が可能な法制度と
している 148）。しかし、前述の通り民間で
のサービスであり、全国的な展開が進んで
いない。そのため相互作用等の一元的な確
認ができずリスクがあると指摘され、国家
主導でのシステム構築も求められている。 
特に韓国薬剤師会では他国の調査を実施し
ており調査の結果、政府主導の公的電子処

方箋伝達システムを導入するにあたり、健
康保険審査評価院の DUR(Drug Utilization 
Review)サービスを利用する案を提案して
いる 149）。さらに 2023 年 7 月には韓国薬剤
師コミュニケーションとコミュニティケア
学会にて「国民安心処方伝達体制導入のた
めの国会政策討論会」が開催され、今後の
韓国国内での電子処方箋の展開についての
議論が行われた 150）。 
 
 
（１３）台湾 
 台湾（中華民国）の医療施設の数は
2022 年現在で、医院が 480 施設、公立病
院が 82、非公立病院が 398 となってい
る。 診療所は 23,098 施設あり、その中で
公立のものは 421、非公立は 22,677 であ
る。 医療施設は病院・診療所の区別だけ
でなく、西洋医学と伝統中医、歯科の区分
もあり、西洋病院 475（内、総合病院 
152）、西洋診療所 11,998、歯科病院 1、歯
科診療所 6,969、中病院 4、中診療所
4,131 から構成されている。 
日本と異なる点として、診療所と薬局が
同一医療法人による経営が認められている
点が挙げられる。 
医療制度についての 4つの特徴は以下の通
りである。 
1.医療保険制度の改革に早くから取り組
み、国家の意思で医療保険制度を一つに
統合した。 
1995 年に国民皆保険が導入され、

2004 年末には国民の 99%がこの保険に加
入している。この制度は自己負担額が少
なく、毎日平均の外来数が 100 万人に達
している。 
2.単一支払者制度（single-payer）を導
入しており、単一保険者が医療保険を一
元管理している。 
これは医療の電子化を効率的に進める

基盤となっている。 
3.政府が医療機関への IT化を強力に推
進している。 
IT 投資の大半を政府が負担し、医療

機関へのインセンティブを提供してい
る。 IT 化施策は 3つの柱からなり、そ
れぞれは次のとおりである。 まず、「E-
Hospital (Electronic)」では、病院に
おけるコンピュータ技術の活用を推進し
ている。 次に、「M-Hospital 
(Mobile)」では、病院内での携帯読取端
末の積極的利用を促進している。 最後
に、「U-Hospital (Ubiquitous)」では、
いつでも、誰でも、どこからでも医療を
受けられる体制を目指す。これには緊急
医療や患者の高齢化対策も含まれてい
る。 
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4.2001 年に導入された全民健康保険
（National Health Insurance）は、「自
然人憑證」という身分証の番号と、運転
免許証の番号とその体系が統一されてい
る。 

また、2013 年 7 月には医療従事者向けに
NHI MediCloud System を構築し、日々の
業務で確認している医療従事者が 89.1%に
達している 151)。これは診察や入院、手術
等の記録、投薬履歴、検査結果等が確認で
きるものである。 

台湾でも電子処方箋への取り組みは行わ
れているものの、医薬分業が進んでいない
点、既に処方情報が政府の運営するクラウ
ドシステムで集約されている点などから普
及は進んでいない 152)。 

 
 

３．ヒアリング調査 
 ヒアリング調査では、スウェーデン在住
の元京都市立病院薬剤部 大橋正和氏から
患者側から見た電子処方箋の状況および
ISO TC215WG6 17523のプロジェクトリーダ
ーで、オランダNictiz のMichael Tan氏よ
り電子処方箋の世界標準に対する課題を聴
取した。 
 
スウェーデンの状況：大橋正和 氏 
 スウェーデンでは、個人向けの医療関連
情報を提供するＷｅｂサイトが開設されて
いる。ヒアリング調査でもこの内容を中心
に情報収集した。大橋氏からは、普段利用
するサイトとしては各地域の「１１７７」
のＷｅｂサイトを利用するとのことで、個
人ＩＤによるログイン後の画面では、かか
りつけ医の情報のほか、かかりつけ医の予
約やその確認、ワクチンの接種予約や証明
書の発行に加え処方された医薬品の情報も
閲覧できる（図２８）。さらに、医薬品の
情報では、医薬品の年間支払額も確認可能
である（図２９）。スウェーデンでは年間
の医薬品支払額に応じて支払い負担額が変
わるため、このWebサイトで負担額を確認
するとのことであった。スウェーデンでは
多くのものが電子化されており、クレジッ
トカードによる決済や電子上での個人認証
の仕組みも使いこなしているようである。
その中で処方箋はほとんど電子化されてお
り、通常生活しているうえでは紙の処方箋
は見かけることはない様子であった。なお、
医師はスマートフォンからでも処方箋を発
行することができるようであり、国土が広
い背景もありオンライン診療が進んでいる
ようであった。その詳細を以下に示す。 
 スウェーデンでは、人口が少ないためオ
ンライン化が全ての分野で推し進められて
いる。特に医療の電子化だけでなく、電子

投票なども実施、お金を持ち歩く必要が無
く（大橋先生自身、半年以上現金を出して
ない）現金お断りの店舗もある。さらに、
個人番号やＩＤカードが普及している。 
 医療関連では薬局は以前、国営であった
が現在は民間として運営されており、医療
を担当する行政機関は日本でいう県に該当
するところに一任されている。このため全
国の統一化を容易にしていると感じている
とあった。さらに患者側もオンラインでデ
ータの確認やリフィルで薬を受け取ること
ができるなど、医療情報の電子化のメリッ
トを感じられると語られた。スウェーデン
での電子処方箋については、eヘルスエー
ジェンシー (ehalsomyndigheten.se<http:
//ehalsomyndigheten.se>)が中心に進めら
れており、2022年の5月から、電子処方箋
の発行が原則とされている。 
スウェーデンの医療について 
 病院は基本的に自治体が運営しており、
同じ地域の病院は共通の電子カルテを利用
し、ネットワークで接続されているため情
報は共有されている様子とのことである。
ただし、県（地域）が異なると情報共有は
できない。医療制度は原則として県（地
域：スウェーデン国内に20の地域）単位で
実施され、大学病院も県立である。 
フォーミュラリー等の冊子が地域で配布さ
れそれに基づき治療しており、病院や医師
独自の治療法などはあまりないかもしれな
いとのことである。処方を発行した後は薬
局に任され、基本的に薬局が一番安いジェ
ネリック選ぶよう法律で決められている。
なお、医薬品の承認はEUの承認に基づく様
子であり、医療費に関してはかなり厳しく
管理されており、安いブランドを選択しな
い場合は患者負担となる。 
 社会保障は、高福祉国家として教育費は
給食含め大学まで無料、社会人教育も外国
人を含め無料であり、児童手当も外国人に
も支給される。人材の流動性が高くこれら
社会人教育により人材の有効活用が進めら
れている。医療へのアクセスとして、一年
以上在住すると個人番号が全員取得可能で
あり個人番号の取得時点でかかりつけ医
（GP）が自動的に決められる。医療を受け
る際はまずかかりつけ医に連絡する必要が
ある。したがって病院にかかるまでが大変
であり、ぜんそくに関する病院診察は１か
月後、骨折の診察は１か月後などのようで
ある。なお、かかりつけ医を変えることは
可能で、プライベートクリニックもあるが
少数である。日本と比較し、選択する余地
はない一方で競争もない様子とのことであ
った。ただし、これらの社会保障は１年未
満の滞在者は給付対象外のため短期滞在者
は負担が大きいとあった。また、国内では
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難民への給付増大が課題となっているとの
ことである。 
国民IDについて 
 前述の通り、個人番号やIDカード、電子
認証に仕組みが普及しており、IDカードを
持ち歩くのは日常の風景であり、「日本で
は全ての国民に配布されていない」「各情
報が繋がってない」などをスウェーデン人
に話すと、「どうやって生活しているん
だ？」と聞かれるほどである。役所関連、
銀行、ポイントカードとしてもIDカードを
使用し、IDカードを見せた段階で情報開示

の認証としている。役所で住所変更を行う
と銀行の登録住所も変更されるなど便利で
ある。電話でも個人番号を伝えることで
種々の手続きは可能だが、手間がかかるた
め多くの国民はIDカードを持参し日常生活
を送っているとのことであった。 
国民向けの医療サイトについて 
 スウェーデンでは、Webサイト1177.com
にて国民への医療情報が提供されており、
電子処方箋だけでなく、医療関連の情報の
ほか医療費の確認や診察予約も可能となっ
ている。さらに同様に内容は、eヘルスエ

図 29：医薬品支払の状況の確認画面（大橋氏より提供） 

図 28：スウェーデン地方政府の医療ポータルサイト（大橋氏より提供） 
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ージェンシーにもある。なお、1177.comは
各県により運営されているため、居住地域
の医療扶助など適切な情報が入手できる。
これら個人サイトへのログインは、IDカー
ドとともに電子ID（バンクIDなど）により
個人認証を実施する。この個人認証は、ス
マートフォンなどを利用した２段階認証
（画面のQRコード表示→スマホ読み込み→
顔認証→ログイン可能）であり強固なセキ
ュリティを確保している。 
電子処方箋について 
 スウェーデンでは電子処方箋の発行が原
則である。処方箋は、90日分まで処方を発
行できその有効期限が１年間有効である。
調剤は箱渡し調剤で、処方日数に対し多少
余る程度に払い出す（1日2錠で49日日分で
あれば100錠の箱１箱を払い出す）。医薬
品の服用方法は、薬の箱に使い方を示した
シールを貼付し払い出している。なお、こ
の処方箋の内容は、Webサイト1177.comな
どでも内容を確認可能である。電子処方箋
のシステムはWebでも利用でき、医師はス
マートフォンからも処方箋を発行できるよ
うである。さらに、EUで決めたEES（処方
チェックシステム）を利用し処方箋のチェ
ックを行っている。このチェック内容につ
いては、国内で統一データのためチェック
内容に疑問はない。処方画面では、薬剤を
選択後、用法を選択（クリック）するが使
用のタイミングのみ（１日２回など）であ
り、食後等の細かな指定はない。 
リフィル処方として２パターンあり、以下
の手順となっている。 
１：処方箋の有効回数を決めて発行する 
・処方箋発行時に何回受け取れるか決めて
発行する 
（期間中３回受け取れる処方箋を発行→薬
局で１回目調剤を受ける→必要であれば２
回目以降も薬局で調剤を受ける） 
２：患者側からリフィルの申請を行い、処
方箋を再活性化する 
・処方箋の再活性化をオンラインで申請 
（一度発行された処方で体調の変化が無け
れば、既出の処方箋から更新依頼を出す→
問題が無ければ医師がオンラインで処方箋
を再活性化し処方箋を有効化する） 
・医者が診察を必要と認めれば医師から予
約を促す 
・処方箋が再活性化されるとメールが入り、
薬局で調剤を受ける 
・必要な薬のみリフィル申請が可能 
なお、医療用の医薬品費は国民一人当たり
限度額が決まっており、限度額（2,850ス
ウェーデンクローネ）以上の負担はない。
なお、最近、全国共通の仕組みで患者の処
方薬にアクセス可能なシステムを動かし始
めた様子であり、以前から日本のお薬手帳

に類したものはあるが、今後このような仕
組みが整えば不要になるかもしれない。一
方、これら電子処方箋など薬の情報は、本
人の同意がないと閲覧できない。 
スウェーデンの薬剤師業務 
 2009年まで国立薬局として運営されてき
た。現在は前述の民間運営であるが大きな
グループで構成されている。薬を渡すこと
が薬剤師の仕事であり、患者１人あたり５
分程度の対応で処方チェックの権限（処方
を止める権利）もないが医療事故の責任も
ない様子である。また、薬剤師のほか、レ
セプトニストの職種もあり（３年間の薬学
教育で薬局に就職）、人が少ないのでシス
テムや機器を有効活用している。なお、薬
局システム（電子処方箋を閲覧するシステ
ム）は民間企業が開発しており、国内に３
社程度あるとのことであった。 
一方、病院では薬剤師はほとんど働いて

いない（雇っていない）ようで、数年前か
ら病院でも薬剤師を雇用しだしたところで
ある。病院では処方間違いが多く、患者の
50%ぐらいで発生しているとの状況もあり、
今後は病院に薬剤師が勤務し、処方間違い
の確認、薬品の管理など実施、薬品のロス、
間違いを防止などに期待されているようで
ある。自己責任の国民性があり、処方に関
しても責任は医師と患者に責任があるとし
て、医療訴訟は多くないようである。 
自分で行うことを前提とするが、特に必要
な場合は1日3回点眼に看護師が訪問するな
ど個々の状況に応じた配慮がなされている
ようである。 
スウェーデンはEU加盟国のため、EU全体

で医療のシステム化を進めているようで、
EU内では自国以外のEU加盟国国民の医療費
は母国の保険制度で対応することとなって
いるが、国境を越えた処方箋の発行もある。
スウェーデンの医薬品が安いため国外から
の患者も多いが、処方情報を確認できない
ため薬局側は不安のようである。ヨーロッ
パ諸国では、個人情報に対する考え方が厳
重であり、同意なしでの個人情報の閲覧は
年収程度の罰金が科せられ、その都度同意
が求められる一方で、住所、電話番号、年
収帯は公開個人情報として扱われていると
のことである。 
さらに、社会の情報システムへの依存が高
いが、システム障害には、業務を停止し当
日の対応はあきらめるなど（診察予約を取
り直すなど）国民全体が許容しているとの
ことであった。 
 
オランダの状況：Nictiz  Michael Tan氏 
オランダでは、処方情報を電子化する背

景として、医療費の増大がある。厳しい条
件での予想では、2040年時点で2010年に比
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べ医療費が２倍以上に、非常に小さく見積
もった場合でも約20～25%増加すると予想
されている。現在のオランダの人口は 1,7
00 万人、年間医療費は970億ユーロである。
国民の医療費は毎年増加し、2019年の時点
で一人当たりの平均医療費は約5,600ユー
ロ（収入の20%から25%）となっており、こ
のまま何もしなければ2040年には収入の約
50%が医療費に費やす必要が出てくる。こ
れらの主な理由の1つは高齢化であり、毎
年約 4% 高齢者が増加している状況である。
オランダでは、この医療費の高騰への対策
として（図３０）、 
・税金と保険料の引き上げ 
・提供する医療のダウンサイジング 
・個人の関与の拡大 
・医療の制限 
・需要の減少 
・効率化 
などを行っている。 

オランダの医療制度を適切なケアレベル
にチューニングするため、スクリーニン
グ・プログラム（青少年健全育成プログラ
ム）、プライマリケア、一般開業医（家庭
医）、助産師、看護師、地域薬局、地域の
総合病院における専門医、大学病院の専門
医、患者・家族などが協力し進めている。
オランダでは、一次医療を一般開業医や薬
局が、二次医療として病院が担っている。
例えばインフルエンザだけの場合は、プラ
イマリケアや家庭医を受診しており病院よ
りもはるかに安いコストで医療の提供が可
能となっている。 

これらの医療を支えるため、効率的なコ
ミュニケーションが必要であり、情報の再
利用と共有や指導とその内容の周知、アラ
ートの活用、ビッグデータの活用、継続的
なケア記録としてのPHRの利用などを実施
している。特に処方箋と物流上のニーズと
して、患者は家庭医や病院、総合病院など
からの処方箋を地域の薬局に持ち込み、薬
局で薬品を受け取るため、医師は患者が何
を抱えているか知りたいと思うケースがあ
る。地域の薬局は患者の情報を入手してい

るが、患者の情報は病院の薬局や複数の薬
局に分散している場合もある。これら情報
の共有を実現するのが電子処方箋であると
語られた。 
薬剤業務の展開 
オランダでは、薬局発展の歴史・薬剤師

業務の展開として、 
1.財務管理：支払の精算 
2.物流ニーズ：在庫の（再）供給 
3.処方箋の発注と確認 
4.患者さんの服用薬リスト 
5.薬の安全性チェックとアラート 
 a.用法・用量の妥当性確認 
 b.薬の重複使用 
 c.効能・効果違いの確認 
 d.検査結果による安全性チェック（例：
腎機能の確認） 
等が実施されてきた。 
財務の側面として、薬局では保険への支払
い請求などを行う必要がありそのため患者
の保険者に連絡する必要がある。 
供給の側面として、在庫管理や発注および
周辺の薬局での在庫状況を確認する必要が
ある。 
患者の服用薬リストとして、家庭医は患

者が何の薬を受け取ったのかを知る必要が
あり、この点でオーストリア、スイスには
（国家プログラムとして）地域内での患者
の投薬リストの情報交換が行われている。
オランダも国家プロジェクトとして患者の
服用薬リストの構築に取り組んでいる。 
投薬の安全性としては、コンピュータを使
うことで投与量の検証、服用している薬の
有無、相互作用する薬の重複服用リストの
確認、併用禁忌の警告が可能である。 
オランダはメディケーションオーバービ
ューを開発中であり、ステージ 4（患者薬
剤リスト）と5（検査結果のチェック）の
状況で一部地域ではレベル５が組み込まれ
ているところもあるが検査結果の連携は困
難であるとあった。 
 特に、医薬品においては、薬の安全性確
保のため、第二世代医薬品安全性情報規格
（医薬品の安全性に関する情報基準：MP9）
153）を設定し管理している。この医薬品に

図３０：高齢化対策 

図３１：投薬の安全確保 
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関する流れは患者の薬物治療に関する情報
と医薬品の物としての物流情報と２つの異
なった流れがある（図３１）。 

例えば、処方箋に関する治療と物流情報
として、治療の観点からは「A薬品を１日
２回で２週間服用してください（患者に対
する情報）」と処方箋が発行され、慢性疾
患（高血圧や糖尿病など）の場合、その治
療は継続的に行われる。一方で、薬局では
「30錠入りの箱を渡す」ように物として医
薬品を流通させる。オランダでは、継続し
て服用するお薬は最長3ヶ月まで薬局で渡
すことができ、治療のために継続して処方
は続けるが、１回の供給は3か月までとな
っている。 これは、薬の無駄遣いや過剰
摂取のリスクを回避するためと解釈できる。
なお、フランスやオランダでは後発医薬品
への変更は薬剤師の権限で可能（医師はど
れが安くて在庫があるのかはわからない）
となっている。 
オランダでの医療情報連携 
 オランダでは、 2014 年から国家インフ
ラストラクチャを導入し LSP (スイッチポ
イント：ナショナル・スイッチング・ポイ
ント) を備えた HL7 v3 メッセージを使用
している。 LSP は VZVZ（医療の標準シス
テムを構築する機関） によって管理され、
保険会社によって資金提供されている。 
現在、第 2 世代の HL7v3 メッセージを実
装し、この規格は MP9 と呼ばれている。 

このようにオランダでは、医療の情報を
一元化して集約するのではなく、各医療機
関に標準的に保管されている情報を、LSP
の仕組みにより情報を交換しりかつようし
ている。その根幹をなすのが相互運用性の
確保（５つのレイヤー）である。５つのレ
イヤーとは、 
１.ポリシー： 
２.コラボレーション：ケアプロセス（プ
ロトコル） 
３.構造・セマンティクス：情報（その情
報が何を示すかに同意する必要がある
（例：患者の識別、薬品の認識）） 
４.アプリケーション：ソフトウェア層
（上記層を処理するために必要なソフトウ
ェア） 
５.インターフェイス：ユーザーインター
フェイス、データベースや情報へのインタ
ーフェイス 
であり、これらがそれぞれの医療機関で用
いる情報システムでこれらが確保されてい
ないと円滑な情報交換が実施できない。そ
のため、法律（国家の取り決め）やセキュ
リティを基本として、相互運用性を確保す
るため各レベルの対策を講じる必要がある。 
 前述のとおり、オランダでは分散型医療
情報モデルを採用している。これは標準的

なコンポーネントを交換する複数のシステ
ムで、これらのコンポーネントは、ZIB154）

と呼ばれる臨床情報モデルである。オラン
ダのNHSにおける分散型医療情報モデルで
は、デンマークのような中央集権的なシス
テムはなく、家庭医には専用のコンピュー
タがあり各医療機関等からそれぞれのコン
ピュータを閲覧する分散システムとなって
いる。この臨床情報をオランダ語で「zip」
と呼んでいる。このような分散システムは
各システムが一種の島のようになるのが課
題であり、そのためにも相互運用性を実現
するため標準が必要になる。 
オランダではこのような運用を実現する

ため、国の法律や保健省の政令が定められ、
医療機関はこれらに従い標準を使用する必
要がある。また、導入するシステムも認定
される必要があり、ISO 認証のようなもの
を国レベルで実施する予定である。これに
関連した法律が、ちょうど約1カ月前（202
3年6月のヒアリング時点）に政府で決定さ
れた。この法律は効果を期待するが、法律
の施行は3年後（2026年秋）であり、シス
テムの認証は非常に複雑なので実際の運用
までには時間がかかると思う。 
なお、これらのシステム実装のためには、 

-すべての相互運用性レベルでの対策： 
-法律による規制(Wegiz): 医療電子データ
交換法 (Wegiz)  
-専門的なプロトコルとガイドライン 
-製品辞書（IDMPベース）および患者IDを
含む共通データモデル。 
-情報標準 
-HL7 FHIRに基づくMP9 
-国家インフラ 
等、IT システムとともにアプリケーショ
ン、ガイドラインやプロトコルが必要にな
る。オランダ国民はアメリカと同じように、
社会保障番号はないが医療用のIDを持って
いる。さらに医薬品の製品情報は、医薬品
の国際識別 IDMP「Identification of Med
ical Products」 にリンクしている。 
その他、医療情報の標準化にも努め、HL7
の実装にも20年前の最初のバージョンから
取り組み、現在HL7 FHIR155）への準拠を
進めている。国家インフラとしては、最低
レベルの連携として支払いのインフラがあ
る。さらにオランダでは「スイッチポイン
ト」と呼ばれる情報を交換するための承認
などのいくつかのサービスを備えた中心的
な機能もある。この「スイッチポイント」
利用上で重要になるのは情報のインデック
スとレジストリになる。さらに病院や医師
などの識別と認証も重要で、これらを実装
するにはインフラも必要になる。 
オランダの電子処方箋の利活用 
 10年前からガイドラインがあり原則電子
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処方箋となっている。特に紙の処方箋では、
医師が何を書いたか認識できない場合があ
るため、内容の確認や読むのが困難である。
さらにコンピュータでは、患者による薬剤
の安全性の検証にも役立つ。昔はコンピュ
ータを使ってファックスで印刷し、そのフ
ァックスを薬局に送っていた。しかし、現
在FAXの使用は許可されない。唯一の例外
は、医師が外出中でコンピュータを持って
おらず、紙の処方箋を書くことができ、病
院に行って薬局に行くことができる場合の
みである。すべての処方者とすべての薬局
は、保険会社からの支払いのためにコンピ
ュータを必要とするので薬局内にコンピュ
ータを持っている。さらに支払いはすべて
電子請求なので、薬局も紙の処方箋を取り
扱いたくないのである。 
処方箋の用法の標準化 
 処方箋は、HL7標準を使用して表現して
おり、毎週の投与スケジュールも自動化で
きる。用法としては、最初の週は 1 日 3 
回、2 週目は 1 日 4 回、3 週目は 1 日 
5 回、用量を増やす場合、最初の週は5時
からで、 2週目は4時からなどでこの規格
で可能なことはこれだけである。したがっ
て、食事との関係や細かな指示は表現され
ていないようである。 
医薬品関連のマスタ 
 オランダの医薬品コードシステムについ
て、オランダにはNational Drug Code Sys
temがある。このシステムは特にコミュニ
ティで使用され最初は、物流と価格を示す
ものであった。オランダでも薬の値段は決
まっており、薬局 A で購入しても薬局 B 
で購入しても同じ医薬品の価格は常に同じ
である。これら医薬品ごとに1つの標準価

格とそれに基づくコードがある。この医薬
品のコードは、G-Standard 156）と呼ばれて
いる。もちろん標準コード維持するために
は費用が必要なため、その対価を支払う必
要（薬剤リストの利用にはライセンスが必
要）である。国内で取り扱う医薬品関連の
商品、約１０万点の内99%がG-Standard に
登録されている。G-Standard は定期的
（通常月に１回）に更新されダウンロード
するたびに医薬品コードを更新することに
なる。これらはZ-Indexという会社が管理
し、オランダ王立薬局協会なども協力して
いる。Z-Index はヘルスケア製品に関する
情報を収集し、オランダの医療関係者間の
情報交換を容易にするデータベースである
 G-Standard をメンテナンスし、このマス
タは薬局や病院だけでなく家庭医も 使用
している（図３２）。 
 G-Standard における Z-Index の具体的
な役割としては、Z-Index は仲介者として
機能し、G-Standard 内のすべての情報を
最新の状態に保ち、ソフトウェアを介して
エンドユーザーが情報にアクセスできるよ
うにするため、メーカー、卸売業者、科学
機関、登録当局、政府と連絡を取り合って
いる。これらの関係者は、G-Standard の
データのプロバイダーになることも、この
データのユーザーになることもできる。特
に、G-Standard の薬物療法に関する情報
は、 KNMP の医薬品情報センターによって
提供されている。医療機関はマスタを使用
する際に使用料金を支払う（施設規模の違
いにより価格は異なり、大きい施設の使用
金額は高く、家庭医などは安い。また一部
のみ使用する場合は、より少ない料金とな
る）。 

G-Standard  
G-Standard には、認可された医薬品に関する情報が含まれています。未認可医薬品（原

料や配合製剤など）ビタミンやその他の栄養補助食品、医療機器などG-Standardには約10
万点以上のケア用品が登録されています。各ケア製品には、医薬品の安全性監視に関す
る情報をはじめ価格、物流、さまざまな医療保険会社の償還方針などの情報が追加されま
す。 

医療関係者は、この情報を次のようなさまざまな目的に使用します。 
・医師は利用可能な医薬品を検索し、患者に正しい投与量を処方します。 
・薬剤師は患者の現在の薬が新しい薬と適合するかどうかを確認し (ファーマコビジランス)、
健康保険が払い戻されるかどうかを確認します。G-Standard により、請求書を医療保険会
社に直接送信できるようになります。 

・薬剤師、卸売業者、製造業者は、発注と在庫管理に G-Standard を使用します。 

 

※オランダの医薬品データベース G-Standard（https://www.z-index.nl/english）より 抜粋
し引用 著者訳 

図３２：オランダの医薬品データベース G-Standard 
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さらにEUにはEMA（European Medicines 
Agency：欧州医薬品庁）157）があり、その
下に医薬品評価委員会 ( CBG–MEB )がある。
オランダのEMAは、オランダで許可されて
いるすべての医薬品を管理する組織であり、
その下に薬剤師協会がある。したがって、
先ずはその国で医薬品の許可が必要で、医
薬品評価委員会 ( CBG–MEB )によって決定
されたのち、製薬業界が設定されたインデ
ックスを使用してコートを要求し価格につ
いて交渉する情報を入力する。  
医療情報の相互運用性 
 薬局と病院間の相互運用性として、オラ
ンダでは薬局向けにさまざまなソリューシ
ョンがある。過去にはもっとたくさんのベ
ンダーがあったが、今は 4 ～ 5 社くらい
存在する。オランダでは、保健センターが
ありそこに家庭医と薬局が1つの建物に一
緒入り情報システムを利用している。した
がって、その医療モール内でデータベース
を共有しているのではと想像している。な
お薬局には、独立した薬局とグループ薬局
があり、グループ薬局は各グループで独自
のシステムを持っている。通常、ソフトウ
ェア システムはクラウド内にあるため、
そのクラウドシステムとしてログイン、デ
ータ管理、バックアップなどが行われてい
る。また、医師は医療記録システムを持っ
ており、薬剤師にも薬剤師の医療記録シス
テムがあり、それらが組み合わされている
場合もある。 
Nictizでは医療のための国家インフラを

整備し、皆さんがそのネットワークを通じ
て処方箋を送信できるようにしている。そ
れはインターネット上の閉じたネットワー
クである。この仕組みは2014年から運用し
ており、実際にはデータはローカルに保存
されている。必要な情報をもとに、情報の
交換をスイッチポイントで行っている。ス
イッチングポイントでは、権限を識別して
提供することで情報セキュリティを担保し
ている。すなわち情報交換とログブックの
管理機能であり、毎回患者ごとに情報を交
換するようになっている。例えば、私の電
子メールを見ると、家庭医からの 33 件の
閲覧情報があり、薬局でも私の情報を調べ
ており、私の医薬品登録簿にデータを送信
していることがわかる。もちろん、相互に
データをコピーすることもできるが、患者
が病院に対し自分の情報が欲しいと言った
場合、病院は独自に作成した情報のみを送
信する必要がある。重要なのは、元のデー
タが病院であることである。  
 情報の相互運用性として重要なのは技術
標準だけではなく、意味論やメッセージの
内容である。一般的にはプライマリ ケア
の国際コード セットの略であるICPC が使

用され、病院ではICD 10 または SNOMED の
が使用されている。 SNOMEDのコードセッ
トはオランダ政府によって支払われている
ので、オランダではSNOMEDを使用すること
ができる。コードセットを作成するには資
金が必要です。これらも考えたうえでコー
ドやマスタを作成、維持、管理する必要が
ある。 さらに、オランダでは保健省から
も資金提供されており、その資金で運営し
ている組織としてNictizもその一つになる。
また、インフラについては保険で支払われ
ており、これは請求業務を行うインフラで
もあるため保険者の利益にもなる。 
医療プログラムの確立時の課題 
 医薬品に関する国家的プログラムを立ち
上げる場合、課題となるのが処方者と薬剤
師をどのように認識するかである。大規模
な国家プログラムでは、この医療従事者の
資格認証の国家基盤が必要になる。もちろ
ん、医療では高いセキュリティレベルが必
要で二要素認証なども必要で、特に、家庭
医では問題にならないが、病院の場合では
1,000人もしくは大きな病院では1万人の従
業員がいるので、全員の身元を確認するの
は非常にコストがかかる。そこで各プロセ
スで、誰がどのアクターで、どのような人
が関わっていて、どのような権限を持って
いて、それらの作業を行うのかをそれぞれ
の身元を確認して実施することが重要にな
る。オランダにはセキュリティを担当する
組織がありそれらとの連携も必要で、閲覧
ログ等を確認しどの薬局が私の情報を閲覧
したか確認できる仕組みの構築が重要とな
る。 
医療における個人の健康記録の基準の設定 
 オランダではPHR のために特別なプログ
ラムを用意している。PHR には2種類あり、
１つは病院に属する患者ポータルになる。
 これは病院や家庭医が患者のために準備
するもので、病院には病院に関する情報、
家庭医には家庭医に関する情報を閲覧する
ための患者ポータルが置かれている。しか
し問題は、患者が毎回異なるポータルにロ
グイン（病院ごとに異なるポータルにログ
イン）しなければならないことである。 
 一方、政府が望んでいるのは、患者に属
する患者ポータルであり本来の患者 PHR 
である。ただこの課題は、病院が独自の E
HR に関する情報を持ち家庭医には独自のE
HR があることである。アメリカにはブル
ーボタンと呼ばれるプログラムがあり、PH
Rに医療データをダウンロードできるよう
になっている。オランダでもそれをやろう
としたがとても抵抗がある。 特に、病院
や家庭医から患者PHRシステムにどうやっ
て情報を取得するか、病院等のシステムは
 患者PHR と通信する必要があり、そこで
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も標準化が必要になる。オランダでもFHIR
を使って通信を PHR にダウンロードする
よう進めているが、多くの病院はまだFHIR
で情報を提供できていない。  
ヨーロッパの電子処方箋プログラム 

ヨーロッパではE‐Health Network を通
じて処方箋を送信する仕組みの導入を進め
ている。もちろん、処方箋や医療制度自体
が国ごとに異なるため状況はより複雑にな
る。基本的な仕組みとしては、各国の連絡
窓口を通して情報を連携するもので、この
際、各情報を各国の言語に翻訳する必要も
ある。  

なお、ヨーロッパでも国により医療情報
の管理方法が異なっており、デンマークや
スウェーデンでは、中央集権が進められ、
1台の中央コンピュータで情報を管理され
ている。そのため医薬品に関する情報も国
立の薬局以外の薬局も含め、1つの中央デ
ータベースを持つ1つの大きな仮想薬局と
して、いつでも中央データベースを参照し
て、患者の保険支払いを確認できるように
なる。一方、オランダは自由市場であり、
一元化されていない。さらに、ドイツでは
薬局は販売店の１つとしてとらえられてい
るが、オランダでは薬局はケアの提供者と
して重要な役割を担っていることは大きな
違いである。いずれにしても重要なのは、
各国の「インフラストラクチャ」として薬
局がどう位置付けられているのか、そのう
えで医薬品に関する情報をどのように取り
扱うのかである。 
医療DXの推進としてのPHR のビジネス モ
デル 
 ソフトウェア アプリケーションを開発
するビジネスモデルが必要と考える。 
「分かった、患者に負担させましょう」と
は言えない。なぜなら多くの患者はその費
用を払いたくないからである。政府主導で
PHRを検討することもできるが、これがど
れくらい続くか分からない。問題は、どの
ようなジネスモデルなのかということであ
る。モデルは継続できるのか、それとも保
険会社から資金を提供されるべきものなの
か、それとも税金で賄われるべきものなの
か。取り扱う情報の構造や内容も検討が必
要で、オランダではFHIRメッセージを使っ
て通信することに決めた。その意味で、日
本では、オランダよりPHRの普及はずっと
楽だと思う。オランダは人口わずか 1,700
 万人で小さな市場である。そのために投
資を行うベンダーを見つけるのは大変で、
日本のような大国ではより多くの人のニー
ズを見つけることができるため簡単に実現
可能と思いますと語られた。 
最後に、Tan氏から 

オランダでは「他人と協力しないと足は

乾かない」とのことわざがある。「非常に
典型的なオランダの風景では風車が水を汲
み上げ、足が濡れないようにしている。オ
ランダでは、みんなが協力して働いた場合
にのみ、足が乾いた状態になることができ
る。医療情報システムも同じ考え方だ。」
とあった。 
 なお、現在処方箋に関するISO 17523の
改訂（electronic prescription)）作業を
行っている。2024年4月にロンドンにてISO
 TC215 WG6がSnomedのカンファレンスと併
せて開催され、ISO 17523の改訂に関する
投票が2024年7月にIS投票（国際規格投票）
を行う予定のようである。 
 
 
 
研究課題２：現地視察による状況の調査 
 研究課題２については、別途研究分担者
にて資料を作成のためここでは表示しない。 
 
 
研究課題３：文献調査およびヒアリングな
らびに現地視察を踏まえた本邦における電
子処方箋に関する改善の提言および医療DX
の普及拡大に関する方策の検討 
 
 今回の各国および地域における電子処方
箋関連サービスの調査により、本邦との類
似点および相違点が明らかになった。特に
欧米各国では既に電子処方箋の発行率は、
90%以上に達し成熟期に入っている。さら
に北欧の多くの国では以前より国内の医薬
品消費関連の情報を収集しており、薬事行
政等に活用してきた。これらの中で次のス
テップとして、医薬品関連の医療事故を防
止するため、患者の医薬品服用履歴の収集
に取り組んでいる。本邦でも処方箋の電子
化は現在進められているものの、医薬品関
連の情報収集は電子レセプトの形で既に10
数年前より実施しており、診療報酬に関す
るものもとして膨大な医薬品の情報が収集
されている。 
 一方、国民や医療関係者に向けての情報
発信では、今回調査した各国および地域で
は医療専用の国民ポータルサイトが準備さ
れている。さらに、これら各国および地域
では医療専用の国民IDや電子的な個人認証
の基盤を構築している。これら基盤により、
電子処方箋をはじめ医療情報の集約や閲覧
ログ、情報提供に関する同意の管理などを
行っている。 
 さらに薬局における保険請求制度も、本
邦では各種条件に基づく加算により算定さ
れるが、調査では本邦のような制度を設け
ているものはなく、多くが処方箋の受付手
数料の徴収と医薬品の販売手マージンによ
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る収益構造であった。加えて、医療用の国
民IDが普及しており、電子情報のやり取り
を中心に考えた制度・システムとなってい
た。 
 医薬品の流通においても日本の調剤の方
式である錠剤シートによる払い出しとは異
なり、販売包装単位での払い出しや無包装
状態での錠剤をボトルに入れて払い出す方
式となっていた。さらに偽造医薬品の流通
防止の観点から、ヨーロッパでは個々の製
品自体をシリアル番号で管理している。 
 今回の調査研究では、2024年3月16日に
「厚生労働科学研究 各国の電子処方箋の
制度および医療DXの実態の把握のための研
究 調査報告会」およびこれに合わせ「公
開シンポジウム 諸外国の状況を踏まえた
日本の電子処方箋の課題」を開催した。会
場およびWebより189名の参加があった。調
査報告会では、研究班の班員からそれぞれ
の担当地域の調査報告が行われた。アメリ
カでは民間主導による電子化が、ヨーロッ
パでは国主導での電子化が行われており、
アジアではこれから広がろうとしていると
報告された。ただ、どこ国においても健康
に関するIDが国民に付与されており、この
番号をもとに医療情報を集約する仕組みは
構築されていた。また同時に開催した公開
シンポジウムでは、諸外国の電子処方箋の
状況とともに現在の日本の状況として保健
医療福祉情報システム工業会（JAHIS）や
標準化団体などからの情報提供をもとに、
パネルディスカッションを実施した。参加
者からは、現状の電子処方箋のメリットが
医療現場で享受できていないことから海外
での事例を共有すべきとの意見や本邦での
医療現場での業務軽減ができる施策が必要
である旨の意見など情報の活用に関する意
見があった。さらに実際に電子処方箋を導
入している施設からの業務効率化が実施で
きたとの意見などもあった。さらに、参加
者へのアンケート調査の結果からは、各施
設のメリットの共有に関する内容や用法な
どマスタに関する内容などについての意見
も見られた。 
 このように制度や基本的な概念が異なる
各国および地域と本邦ではあるが、調査結
果および報告会での参加者の意見などを踏
まえ本邦における電子処方箋に関する改善
および医療DXの普及拡大に関する提言を行
う。 
 
 
本邦における電子処方箋ならびに医療DXに
関する提言 
 
１，電子処方箋管理サービス 

本邦での電子処方箋管理サービスをより

有益なシステムとして活用するため、以下
の提案を行う。 
(ア)処方箋の在り方 
現在の処方箋は紙の処方箋を電子に置き

換えたものである。したがって必ずしも電
子的に取り扱いやすい内容とはなっていな
い。また記載項目も十分でない。 
① 身長・体重・腎機能・その他検査値 
今後、全国医療情報プラットフォームに
て３文書６情報など種々の情報交換が計
画されている。それらを電子処方箋と上
手に関連付けて表示できる仕組みが必要
である。さらに、身長・体重や腎機能に
ついては医薬品の使用上、重要な情報に
も関わらず３文書６情報には含まれてい
ない。これらについても医療機関や薬局
で情報共有できる仕組みが必要である。 

② 医薬品の処方理由 
北欧諸国では、処方時に病名や処方理

由の入力が必須となっていた。本邦でも
病名の情報共有は予定されているものの、
処方箋の作成時に医薬品の処方理由の記
載義務はない。医薬品には複数の薬効を
持つものがあるため、処方理由の記載に
より、より適切な患者への服薬指導や患
者の医薬品への理解につながると思われ
る。 

③ １薬品１レコード 
今回の電子処方箋管理サービスは、

紙の処方箋の情報を電子に置き換えた
ものとなっている。本来、電子的な情
報を簡便に処理するためには、処方箋
の粒度を１薬品で１つのレコードとし
て記録することも考えられる。実際に
北欧諸国では、１薬品が１レコードと
して記録され運用されている。 

(イ)マスタ関連 
本邦の電子処方箋管理サービスでも各医

療機関のマスタの標準化が課題となってい
る。海外でも基本的なマスタは公的機関か
ら提供されている。本邦でも、全国で共通
に利用できるマスタを公的な機関から提供
されることが望まれる。 
① 薬品マスタ 

今回の調査では、多くの国と地域
で国から医薬品マスタが提供されて
いた。これら基本的なものについて
は公的機関より無料で提供してほし
い。一方、より多くの項目を含むデ
ータ（医薬品の用量や適応症など）
は、オランダの事例のように有料で
配布が考えられる。 

② 用法マスタ 
海外では、１日の回数のみ指定す

るなど複雑な用法は使用されていな
い。本邦でも医師の働き方改革等も
踏まえ、医師が指示すべき用法の粒
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度について検討が必要である。また、
実際の服用方法は調剤時に薬剤師が
確認することとして「服用方法は薬
剤師に一任」などの用法指示も設定
が必要である。 

③ 単位・コメント 
今回の調査では単位や調剤の指示

に関するコメントなどの情報を細か
に連携しているところはなかった。
しかし、ISOなどでも単位の標準化の
関するディスカッションも行われて
いるようである。今後、医療機関と
薬局の効率的な連携を行うためにも
コメントも含め検討が必要と思われ
る。 

(ウ)メリットの比較 
文献調査やWeb調査でも各種メリットに

ついて公表されていた。本邦でも厚生労働
省から各種メリットについて公表されてい
るが、今回の調査を踏まえさらなる改良が
望まれる。 
(エ)相互接続性の事前確認 

本邦では電子処方箋管理サービスへの接
続等の作業を施設ごとに実施している。よ
り簡便に接続できるよう事前の確認が必要
である。 

① コネクタソンの実施 
オランダでは各システムが連携で

きるように関連するシステムベンダ
各社が参集して相互の接続のテスト
行う「コネクタソン」を実施してい
る。「コネクタソン」はIHEでも実施
しているが、電子処方箋管理サービ
スに関するシステムについても実施
が望まれる。 

② 第３者認証 
アメリカでは電子カルテベンダが、

医療情報を連携するためのAPIを公開
し接続を促している。オーストラリ
アでは電子処方箋システムへの接続
準拠をMy Health Record適合性登録
簿として公開している158)。本邦でも
FHIR実装の元、接続認証やAPI公開も
含め検討すべきと考える。 

(オ)チェック機能の充実 
現在、電子処方箋管理サービスでは重複

投薬および相互作用のチェックが行われて
いる。スウェーデンでは、電子処方箋サー
ビス上で用量や年齢のチェックなども行わ
れている。本邦でも全国医療情報プラット
フォームにより薬剤禁忌に関する情報の共
有が予定されている。これらを踏まえ、電
子処方箋管理サービスのチェック機能の充
実を期待する。 
(カ)医療情報システム関連費用の補助 

イギリスの事例でも、医療機関への電子
処方箋導入のため、効率化を目指したうえ

で多額の補助金を配布している。本邦でも
補助金や診療報酬などにより医療機関への
補助を行っているが、電子処方箋を医療DX
の起爆剤とするのであればより一層のサポ
ートが望まれる。 
(キ)国民IDへの医療資格紐づけ 
今回の調査では、多くの国で医療資格の

確認を国民IDにより行われている。特にデ
ンマークでは、国民IDに学歴情報なども付
加した資格情報をもとに患者情報の閲覧制
限などを行っている。本邦でもHPKIによら
ず、国民IDに医療資格情報を付加させシス
テムへのログイン時点で職種に応じた閲覧、
入力等の制限を行うなどの検討が必要であ
る。 
(ク)診療報酬での対応 
現在、本邦でも医療DX推進にかかる診療

報酬によるインセンティブが行われている。
これをさらに進めるため、電子処方箋ファ
ーストとして、電子処方箋（調剤情報）で
かつ先に電子処方箋管理サービスに登録し
た情報を優先してレセプト受付を行うべき
である。これにより、調剤日が月初であっ
てもオンライン請求など、あとから情報が
登録されたものを返戻の対処とすべきと考
える。さらに長期的には、北欧のような加
算によらない診療報酬制度も検討する必要
があると考える。 
 

２，国民・医療従事者への普及推進 
各国および地域では、国民および医療従

事者向けに種々のコンテンツを提供してい
る。国民や医療従事者に訴求するような情
報の提示が必要である。 
(ア)活用喚起 
本邦でも厚生労働省から電子処方箋の活

用についての広報が行われている。前述の
メリットの広報と同様に情報の活用につい
てのさらなる喚起が必要である。 
(イ)利用方法 
台湾の訪問調査では、処方情報を取集す

ることで病院での持参薬に関連する業務が
効率化できたとあった。本邦においても持
参薬関連の業務で利用可能な電子処方箋管
理サービスが望まれる。 
さらに、病院や薬局での利活用を促進す

るため、電子処方箋管理サービスの重複チ
ェックにより重複投薬のレセプト査定を事
前に完了させることも検討してはと考える。 
(ウ)医療専門サイト 
北欧諸国ではいずれの国でも医療専用の

サイトが構築され、国民向けとともに医療
従事者向けに情報提供されている。本邦で
はマイナポータルにて、電子処方箋やレセ
プトの薬剤情報などが閲覧可能である。し
かし今後多数の医療に関する情報を管理・
提供するため、医療専用のサイトを準備し
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医療関連の情報も発信することが望まれる。 
① 患者向けサイト 

患者向けサイトでは個人IDでのロ
グイン後、各個人の医療情報の確認
やその情報の閲覧同意などの管理を
行えることが望ましい。さらに医療
全般の情報として、医療機関の検索
や病気に関することなど、医療に関
する正しい知識を得るための情報提
供も望まれる。 

② 医療従事者向けサイト 
医療従事者向けのサイトでは、現

在厚生労働省から提供されている電
子処方箋管理サービスの運用に関す
る情報や利用上の注意点などととも
に、医療資格でのログイン後、患者
のIDなどを指定することで閲覧可能
な情報提供も望まれる。 
 

３，データ活用基盤 
本邦では、医療情報の活用を目指し次世

代医療基盤法などの整備を行っている。近
年、診療報酬制度の中でHL7FHIRへの準拠
が求められているものの、情報を入力する
時点での事項等の整理までは行われていな
い。 
(ア)法制度 

前述のとおり、現在の電子処方箋管理サ
ービスは、紙の処方箋の情報を電子に置き
換えたものである。電子化のメリットを最
大限に享受するためにも、処方の入力時や
調剤の実施時から電子的に取り扱いやすい
情報とするため、処方箋の記載内容や診療
報酬等の法制度等の検討も必要である。 
(イ)処方の在り方（短期的） 

１．（ア）に示すとおり、処方箋の記載
項目を電子処方箋として有効に活用できる
項目や構造に修正が必要と考える。 
(ウ)標準化の推進 

１．（ク）および２．（イ）に示すとお
り、診療報酬の請求業務について、電子処
方箋の情報に基づく情報の収集を原則とす
る制度のもと、標準的な形での情報を収集
することを法制度等で明記すべきと思われ
る。 
 
４，医療DXの推進 

今回の調査では、いずれの国および地域
でも行政機関のみならず関係団体が協力し
つつ医療DXを進めていた。本邦でも行政機
関の垣根を超えた連携のもと、電子化をベ
ースにした医療基盤の構築が望まれる。 
(ア)医療専用ID 

多くの国および地域において、医療専用
の国民ID（社会保障や公的医療保険として）
を配布していた。さらに、複数の電子上の
本人確認の基盤も構築されており、これら

国民IDと電子認証基盤を通じて種々のサー
ビスを提供していた。本邦でもマイナンバ
ーやマイナンバーカードによる本人顔認証
の基盤が構築されている。しかし、マイナ
ンバーは医療で自由に利用できる番号では
ないため、医療専用の国民IDの配布が望ま
れる。各医療機関で医療専用の国民IDを利
用することで、各医療機関のみならず情報
連携の観点からも情報管理が容易となる。
さらに、これらにより患者自身が情報の閲
覧制限や閲覧ログの確認などを行うことも
容易になると考える。 
(イ)データヘルス機関 
スウェーデンではｅヘルス庁、イギリス

ではNHSデジタルにおいて電子処方箋をは
じめ医療の情報化を推進している。またオ
ランダでは、NictizやVZVZを中心に医療の
標準化を進めている。本邦でもデータヘル
スや医療DXを推進する専門機関を設置し、
医療制度も含め再構築する仕組みが必要と
考える。なおこの専門機関には、医療関連
の各種団体とも連携し進める必要がある。 
(ウ)診療報酬の制度改定 
北欧諸国では薬局に対してはシンプルな

診療報酬の体系となっていた。本邦におい
ては医療制度の違いにより同じ内容を実施
することは困難であるが、これらも参考に
今後進めるべきと考える。 
(エ)処方の在り方 
前述のとおり、現在の電子処方箋管理サ

ービスは従来の法制度に則り構築されてい
る。DXの観点からはその本質に立ち戻り、
処方時に必要な情報を再確認してはと考え
る。これら観点を見直すことにより、医薬
品の処方に関する負担を軽減し、しいては
医師の働き方改革にもつながると考える。 
【処方時に必要な情報の観点】 
➢ 医薬品名 

・ 製品名まで指定する必要があるか。成
分のみ指定し剤型（錠剤か散剤か）は、
薬剤師が調剤時に確認することで良い
のではないか。 

➢ 服用（使用）方法 
・ 医薬品の服用（使用）タイミングとし

て食事の関係まで必要あるか。必要で
あれば回数のみを指定し、薬剤師が調
剤時に確認することで良いのではない
か。 

➢ 用量 
・ 薬品名の規格と数量による指定は必要

あるか。成分量で指定し、薬剤師が調
剤時に確認することで良いのではない
か。 

(オ)調剤方式の見直し（バラ錠の販売包装
単位での払い出し） 
ヨーロッパの国々では、製薬企業が製造

した医薬品を販売包装単位のまま払い出す
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いわゆる「箱だし調剤」が一般的である。
一方、アメリカでは医薬品がヒートシール
に包装されずにバラの状態で瓶に入れて払
い出し「バラ調剤」が一般的である。本邦
では、販売包装単位の医薬品を薬剤師が箱
を開封し、必要な錠数を数えて払い出すシ
ート調剤となっている。医薬品の流通の効
率化や医薬品の品質確保の観点から、本邦
でも「箱だし調剤」を進めてはどうかと考
える。さらに近年のSDGsの観点から、医薬
品の安定性に問題ないものであれば、ヒー
トシールに包装されないバラ錠の状態での
製品を使用することも有用と考える。 
(カ)医薬品とレーザビリティの確保（ロッ
ト・シリアル管理） 

今回の調査でも偽造医薬品の流通防止の
観点から、ヨーロッパでは個々の製品自体
をシリアル番号で管理している。一方近年、
本邦でも医薬品や健康食品が関連した健康
被害が報告されている。したがって本邦で
も各医療機関や薬局等で医薬品を使用もし
くは患者に払い出す際には、当該薬品の製
造番号（製造記号）などを記録する必要が
ある。さらに、今後の医薬品流通のグロー
バル化を考えると、本邦でも医薬品のシリ
アル管理が必要と考える。４．（オ）の調
剤方式の見直しをも含め、医薬品の製品に
表示するバーコードの形式や内容、データ
管理の方法などを検討し、効率的に情報を
収集、確認できる仕組みの構築が望まれる。 
(キ)API連携・薬局のFHIR仕様 

アメリカでは電子カルテシステムのAPI
が公開されており、相互に接続しやすい環
境が提供されている。さらに、オランダで
は国際標準への対応の元、医療機関や薬局
における国際標準規格の準拠も進んでいる。
本邦でも、病院へのHL7FHIR対応が進めら
れている中、これらを円滑に運用できる仕
組みの構築も急務である。さらに、薬局で
もHL7FHIRへの対応も必要である。さらに、
薬局と病院間および薬局間、病院間の薬剤
に関する情報共有（薬剤師間の情報共有を
含む）についての標準規格かも必要である。 
(ク)オンライン環境における薬剤師の役割 

本邦の薬剤師の在り方では、「対物業務
から対人業務」の言葉のもと、患者への服
薬指導を重視した業務の比重が拡大してき
た。一方、近年高額薬品が増加し、医薬品
の供給に関する課題も拡大している。ドイ
ツでは、患者への医薬品配送のラストワン
マイルは薬剤師が責任をもって実施してお
り、エストニアでも医薬品の患者宅への配
送は専門の業者のみ対応可能など制限が行
われている。またスウェーデンでは、オン
ライン診療の普及により電子処方箋のオン
ライン調剤が増加した。その結果、宅配業
者による医薬品の配送も増加したが、誤配

送や未配送などが多数発生するため、法規
制も検討しているとのことであった。本邦
でもドイツのように全国にある薬局を患者
への配送ステーションと位置づけ、品質が
保証された安全な医薬品を直接患者の手元
に届けるための業務を実施すべきと考える。 
(ケ)患者同意の在り方 
本邦では、オンライン資格確認等システ

ムにより、マイナンバーカードによる本人
確認に続き、薬剤情報の閲覧などの同意を
得ている。さらにこの閲覧同意は、取得後
２４時間の制限もある。今回の調査では前
述の患者向けポータルサイトにて個人IDに
よるログイン後、情報閲覧に関する同意の
処理や委任などの手続きが可能である。本
邦でもこのようなシステムを導入し、患者
がいつでもどこでも自身の医療情報を確認
し同意の処理ができることが望ましい。 
 
本邦では、従来の制度をそのままに、今あ
る技術を最大限に利用しつつ効率化や改善
を図ってきた（例：処方箋を薬局へFAXで
送信する など）。そのため、今回調査し
た各国および地域のような電子化に対する
メリットを十分に享受できないもしくは実
感できない状況にあると思われる。さらに、
従来の制度や手法をそのままに電子化を実
施しているため、より煩雑で複雑なシステ
ムが構成されていると危惧する。本来、電
子化のメリットを十分に享受するためには、
電子的な情報が取り扱いやすいよう、判断
に齟齬なく自動で処理できるよう、情報や
システムを整理することが望ましいと思わ
れる。 
 
 
Ｄ．考察 
  今回の各国および地域の電子処方箋に関
する調査では、電子処方箋の取り組みが進
んでいる北欧の職を中心に、北米、アジア
での電子処方箋や調剤等に関する状況を調
査した。さらに、今回の文献調査および現
地視察を踏まえた本邦における電子処方箋
のあるべき姿も研究課題３として取りまと
めた。 
 北欧各国では、かなり早い時期から電子
処方箋への取り組みが行われており、現在
高い普及率に至っている。そのため、当時
の普及啓発に関する情報で現在確認できる
ものは数少ない。また保険制度や電子処方
箋の普及時期や社会環境（コンピュータの
普及状況など）が異なるため、当時の状況
をそのまま本邦で実現できるとは限らない。
しかしいずれの国および地域でも高齢化・
人口減少の中で電子処方箋の運用を積極的
に進めている。また、EUでは国境を越えて
の電子処方箋も実現している。 
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 本邦においても電子処方箋をきっかけに
全国の医療機関をつなげ、医療に関する患
者の情報を流通させることを基盤とした医
療提供体制に早急に移行すべきである。そ
の結果として、今後医療機関には「電子処
方箋を導入するか」ではなく「電子処方箋
をもとに何を行うか」を念頭に積極的な参
加が求められる。「電子処方箋から始まる
医療DX」として、医療の大きな歴史的転換
点である。これからの医療を支える基盤と
して「電子処方箋」を我々の手で全国に普
及させる必要がある。 
 
 
Ｅ．結論 
 これからの少子高齢化社会の中でいかに
効率的な医療を提供するか、いかに安全な
医療を少ない資源（人、物、金）で提供で
きるかは大きな課題である。これら課題克
服のためには医療の情報化は欠かせない。
このことは、日本のみならず欧州や北米な
どの先進国における共通の課題である。そ
の中でより急速に超高齢化社会を迎える日
本は、先進的な役割を果たすことができる
と考えられ、本邦での取り組みが最先端の
事例として世界で評価されることを期待す
る。 

このように本邦での電子処方箋の運用は
2023年1月に始まったばかりであるが、こ
の一歩は本邦の医療DXの基盤を全国に普及
させる大きな一歩となる。平成の30年間が
医薬分業の時代とすれば、令和の時代は医
療情報化（電子処方箋）の時代となるであ
ろう。現在の電子処方箋を普及させるため
には、より幅広く普及啓発活動を行うこと
が必要である。 

加えて、さらなる医療DXの推進には医療
の情報化やDX化に適した制度や運用の構築
も必要である。今後も既成概念にとらわれ
ず、積極的な変化を受け入れることが重要
と考える。 
 
 
Ｆ．研究発表 
 1.  論文発表：該当なし 
 2.  学会発表：該当なし 
3.  報告会の開催 
本研究の調査報告会を2024年3月16日に
実施した。参加者は現地会場５１人、
Web会場１４０人であった。 

 
 
Ｇ．知的所有権の取得状況 
 1. 特許取得：該当なし 
 2. 実用新案登録：該当なし 
 3. その他：該当なし 
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